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 １．研究所等の概要

年 月

柴崎　　亮介

しばさき　りょうすけ

研 究 内 容

センターの研究活動内容は下記のような３つに分けられる。

１）空間情報科学の創生、深化、普及
　この世で起きる現象や社会問題には、空間的な要因と密接に結びついたものが数多くある。
これらの現象や問題を解明し解決しようとすると、どの場合においても必要となる基礎的な方
法がある。その汎用的な方法と応用方 法を研究するのが、空間情報科学である。
すなわち、空間情報科学とは、空間的な位置や領域を明示した自然・社会・経済・文化的な属
性データ（＝「空間デー タ」）を、系統的に構築→管理→分析→総合→伝達する汎用的な方法
と、その汎用的な方法を諸学問に応用する方法を研究する学問である。
センター第1の活動は、この空間情報科学を創生し、深化させ、普及させることである。

２）研究用空間データ基盤の整備
空間情報科学の研究には、多くの空間データを必要とし、それらの空間データ作成には多くの
時間、労力、費用を必要とする。
これを個人の研究者が個々に揃えるのは困難であり、また研究の二重投資となって不効率で
ある。センター第2の活動は、共通に使われる空間データを整備し、それを自在に利用できるシ
ステムを開発、実装して、空間データを利用する多くの分野の研究を支援することである。

３）産官学共同研究の推進
空間情報科学の研究は、基礎科学的性格に加えて、応用・政策科学的性格を持つ特色を有し
ているので、産官学の共同研究が不可欠である。

(ふりがな)
所 長 名

設置目的
空間情報科学研究センターは全国共同利用施設として，空間情報科学に関する研究を行い，
同時に研究用の空間データ基盤を整備・提供することを通じて，
全国の研究者の利用に供することを目的としている。

所 在 地

沿 革

設 置 年 月〒277-8568　千葉県柏市柏の葉5-1-5

平成10年4月9日　東京大学空間情報科学研究センター設立（学内共同利用施設）
平成18年4月1日　全国共同利用施設へ昇格
                         （詳細な経緯については、別紙・経緯の詳細に記載)

平成10

（様式１）

4

（１）（１）（１）（１） 沿革、設置目的等沿革、設置目的等沿革、設置目的等沿革、設置目的等 【【【【共通共通共通共通】】】】

※現員数の(　)書は、教員数で内数

人

( )

施 設 等 名 称

建物延面積

研究部門数 附属施設数

設 置 年 度

1,381

施設

施 設 長 名

㎡

研究(大)部門

㎡ 1,385

4

敷 地 面 積

ているので、産官学の共同研究が不可欠である。
例えば、空間データ 標準化の研究は、関連官庁との共同研究が、新しい産業を興すようなベ
ンチャー的研究は、民間研究所との共同研究が不可欠である。センター第3の活動は、そのよ
うな共同研究をはぐくむ場を提供することである。

設 置 目 的 現 員 数

空間情報科学研究センターは中期計画における以下のような目標達成に貢献する。
１）新しい分野について創造性と独創性に優れた先端的研究のための拠点の形成を図るとともに、
    領域横断的な学の融合と学際的協調により新たな学問領域の創成を図る。
２）学問の進展と社会の変化から生起する新たな課題に対しては、
    既存の学問領域と組織の枠組みを越えて先駆的・機動的・実践的に応え得る国際的な研究拠点の形成
を図る。
３）研究成果の社会への直接的な貢献に加え、社会への情報発信・サービス提供、
    企業等との関係強化に力を入れ、研究成果を積極的に還元していく。
４）社会と連携する研究を基礎研究に反映させることに努めるとともに、
    教育を通じて研究成果を社会に還元するため、最先端の研究成果を教育に活かす。

（２）（２）（２）（２） 附属施設の概要（附置研究所のみ）附属施設の概要（附置研究所のみ）附属施設の概要（附置研究所のみ）附属施設の概要（附置研究所のみ） 【【【【共通共通共通共通】】】】

（３）（３）（３）（３） 中期目標・中期計画での位置付け中期目標・中期計画での位置付け中期目標・中期計画での位置付け中期目標・中期計画での位置付け((((中期目標別表を除く中期目標別表を除く中期目標別表を除く中期目標別表を除く) ) ) ) 【【【【共通共通共通共通】】】】
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 ２．組織等

人 人 人 人 人 人

( 0 ) 女性 ( 0 ) 女性 ( 0 ) 女性 ( 0 ) 女性 ( 0 ) 女性 ( 0 ) 女性

( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人

( 1 ) 併任 ( 0 ) 併任 ( 0 ) 併任 ( 0 ) 併任 ( 0 ) 併任 ( 0 ) 併任

人 人 人 人 人 人

( 0 ) 女性 ( 1 ) 女性 ( 1 ) 女性 ( 1 ) 女性 ( 1 ) 女性 ( 1 ) 女性

( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人

( 0 ) 併任 ( 1 ) 併任 ( 0 ) 併任 ( 0 ) 併任 ( 0 ) 併任 ( 0 ) 併任

人 人 人 人 人 人

( 0 ) 女性 ( 0 ) 女性 ( 0 ) 女性 ( 0 ) 女性 ( 0 ) 女性 ( 0 ) 女性

( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人

( 0 ) 併任 ( 0 ) 併任 ( 0 ) 併任 ( 0 ) 併任 ( 0 ) 併任 ( 0 ) 併任

人 人 人 人 人 人

( 1 ) 女性 ( 0 ) 女性 ( 0 ) 女性 ( 0 ) 女性 ( 0 ) 女性 ( 0 ) 女性

( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人

( 0 ) 併任 ( 0 ) 併任 ( 0 ) 併任 ( 0 ) 併任 ( 0 ) 併任 ( 0 ) 併任

人 人 人

( 0 ) 女性 ( 0 ) 女性 ( 0 ) 女性

( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人

( 0 ) 併任 ( 0 ) 併任 ( 0 ) 併任

人 人 人 人 人 人

( 1 ) 女性 ( 1 ) 女性 ( 1 ) 女性 ( 1 ) 女性 ( 1 ) 女性 ( 1 ) 女性

( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人 ( 0 ) 外国人

( 1 ) 併任 ( 1 ) 併任 ( 0 ) 併任 ( 0 ) 併任 ( 0 ) 併任 ( 0 ) 併任

4

計

10

助手
（H19～）

0

1212

講 師

3

5

0

区 分

教授

助教授
准教授

講師

助手
（～H18 )

/助教

2

5

43

10

平 成 17 年 度

3 3

2

5

0

3

6

0 00 0

11

3

00

12

4

4

平 成 19 年 度

3

助 手助 教教 授

平 成 20 年 度

5

※現員の
　上段(　)書は、 女性教員数で内数。
　中段(　)書は、 外国人教員数で内数。
　下段(　)書は、併任教員数で外数。

平 成 21 年 度平 成 18 年 度区分 平 成 16 年 度

准 教 授

（１）（１）（１）（１） 教員数教員数教員数教員数 【【【【共通共通共通共通】】】】

歳 歳 歳 歳 歳

年 年 年 年 年

人 人 人 人 人

〔単位：人〕

※転入には新規採用は含まれない。また、転出は定年退職を除く。

区 分

転 出
助手/助教

転 出

転 出
計

助 教 授
准 教 授 転 出

転 入

講 師
0

1

2

3

1

転 出

転 入

1

教員の平均勤続年数

教 授
1

3

転 出 0

42.3

0

10

4

講 師

博 士 号 取 得 者 数

区 分

0

48.3

転 入

1

平 成 17 年 度平 成 16 年 度

0

15

0 0

1

0

0

0

0

転 入

1

助 手

0

0

0

0

0

0 0

0

平 成 20 年 度

0

平 成 19 年 度

0

助 手助 教教 授

0

0

0

0

0

1 01 0

1

0

准 教 授

32教 員 の 平 均 年 齢

転 入

転 入

1

3

0

2

2

0

平 成 18 年 度

0

0

0

0

0

0

0

1

0

（２）－１（２）－１（２）－１（２）－１ 教員の流動状況教員の流動状況教員の流動状況教員の流動状況 【【【【共通共通共通共通】】】】
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〔単位：人〕

うち常勤

うち非常勤

〔単位：人〕

うち常勤の職員数

うち非常勤の職員数

再 任 の 可 否

講 師

教 授

はこだて未来大学、帝京大学

3

転 出 先 機 関 名

平成17年4月1日

任 期

転 入 元 機 関 名

開始時期(予定も含む)

時空間社会経済システ
ム

可

6

0

平 成 18 年 度

60

平 成 21 年 度平 成 17 年 度

0

0

0

0

平 成 17 年 度

0

先端領域 4

0 0

根 拠

平 成 21 年 度平 成 19 年 度平 成 18 年 度

0

0

平成18年4月1日

(  )

否

0

(  )

0

平 成 19 年 度

平 成 20 年 度

7

助 教

助 手

准 教 授

先端領域

7

平 成 20 年 度

(  )

区 分

区 分

技 術 系 職 員 数

当 該 研 究 所 等 の 事 務 系 職 員 数

対 象 職 名

0

区 分

研 究 部 門 等 名

空間情報基盤

（２）－２（２）－２（２）－２（２）－２ 転出入先一覧（平成転出入先一覧（平成転出入先一覧（平成転出入先一覧（平成20202020年度）年度）年度）年度） 【【【【共通共通共通共通】】】】

（３）（３）（３）（３） 教員の任期制導入状況教員の任期制導入状況教員の任期制導入状況教員の任期制導入状況 【【【【共通共通共通共通】】】】

（４）（４）（４）（４） 技術系職員数技術系職員数技術系職員数技術系職員数 【【【【共通共通共通共通】】】】

（５）（５）（５）（５） 事務系職員数事務系職員数事務系職員数事務系職員数 【【【【共通共通共通共通】】】】

うち常勤の職員数

うち非常勤の職員数

(別紙① (機構図) 参照)

62

84

146

宇宙線研究所、物性研究所、大学院新領域創成科学研究科、人工物工学研究センター、
空間情報科学研究センター、気候システム研究センター、数物連携宇宙研究機構

合同事務部を設置して
いる場合の事務系職員数

当該合同事務部が事務を
行っている部局名

（６）機構図（平成（６）機構図（平成（６）機構図（平成（６）機構図（平成21212121年度）年度）年度）年度） 【【【【共通共通共通共通】】】】
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３．予算、決算、外部資金等

〔単位：百万円〕

〔単位：百万円〕

〔単位：百万円〕

193

0

172

324

平 成 20 年 度

件数 金額

152

平 成 20 年 度

114

265

169

研究者一人当た
りの研究費(外部

資金を除く）
(ｃ)/(a)

運 営 費 交 付 金

外部資金を除く
研究費総額

(c)
年度

19

平 成 18 年 度

件数 金額

区 分

人 件 費

物 件 費

計

141

217

1
1

特定領域研究(B)(2)

平 成 17 年 度

研究者数
（a）

研究費総額
(b)

金額

18

区 分 平 成 21 年 度

平 成 19 年 度

件数 金額

研究者一人当
たりの研究費

(b)/(a)

38

151

12 450

平 成 19 年 度平 成 18 年 度平 成 16 年 度

218

77

131

300

193

297

156 140

平 成 16 年 度

計

施 設 整 備 費 補 助 金

科学研究費補助金
件数 金額 件数

区 分 平 成 17 年 度

6.5

1
特定領域研究(1)

（１）（１）（１）（１） 平成平成平成平成21212121年度予算額年度予算額年度予算額年度予算額((((運営費交付金、施設整備費補助金運営費交付金、施設整備費補助金運営費交付金、施設整備費補助金運営費交付金、施設整備費補助金)))) 【【【【共通共通共通共通】】】】

（２）（２）（２）（２） 歳出決算額（運営費交付金）歳出決算額（運営費交付金）歳出決算額（運営費交付金）歳出決算額（運営費交付金） 【【【【共通共通共通共通】】】】

（４）（４）（４）（４） 科学研究費補助金等の採択状況科学研究費補助金等の採択状況科学研究費補助金等の採択状況科学研究費補助金等の採択状況 【【【【共通共通共通共通】】】】

（３）（３）（３）（３） 研究者一人当たりの研究費（外部資金を除く）研究者一人当たりの研究費（外部資金を除く）研究者一人当たりの研究費（外部資金を除く）研究者一人当たりの研究費（外部資金を除く） 【【【【共通共通共通共通】】】】

※件数の上段には、申請件数（新規課題の申請件数と継続課題の申請件数の合計件数）を記入すること。

※件数の下段には、採択件数（新規課題の採択件数と継続課題の採択件数の合計件数）を記入すること。

○平成16～20年度における教員１人当たりの採択件数及び金額： 件 百万円

3

0.86

2.6

1

42.7

5.6

21.8

3.7

4 3

1.8

1

1
0.9

3
6

17.7

5

11
24 25

4
2

10

3.46

47.4

3

12

2.6 2 5.2

小計 47.7
9 8

34.4
1411

基盤研究(S)

3
若手研究(B)

若手研究(A)

8
15

特定領域研究(2)

4

基盤研究(Ｃ)

1

2

1 1
1.5

3

3.4

0

萌芽研究
2

基盤研究(C)(2)
1 1.3

24.9 5

12.0

5

1

1

4

4 12.04

1

7.21

24.0 4

特定領域研究(1)

1

基盤研究(A)(2)

特定領域研究

基盤研究(A)(1)

基盤研究(A)

3.2
11

3

2

3.2

13.22 0
1

1 113.0 12

基盤研究(B) 10.3
3 3

5

18.24 4
基盤研究(B)(2)

4

- 7 -



その他の補助金等の状況（科研費以外） 〔単位：百万円〕

その他の補助金の内訳（平成16～20年度）

No.

1

①民間等との共同研究 〔単位：件、百万円〕

No.

1

2

4

5

7

8

3 レーザを利用した検知・トラッキング手法と応用日立情報通信エンジニアリング株式会社

4.9

6.9

8.4

H20～H23

8.0 H19～H20

株式会社ゼンリン 2.0 H19～H20

H19～H21

H20～H21

H20

H20～H212.5

1.5

H20

H20

3.3 H20～H21車載型道路マッピングシステムに関する研究 株式会社ディーイーテック

東日本旅客鉄道株式会社 10.5

2.5

1

65.5

株式会社ECR

52.6

1.5

中電技術コンサルタント株式会社

財団法人都市防犯研究センター

0.6 H20～H23

6.4

受入額

H20～H21

期間

1

期間

合計

H20～H21

10
レーザ－技術によるホーム上の
旅客流動情報解析に関する研究開発

研究課題名

歩行の解析についての研究

移動体計測システムの応用利用開発9

都市空間における自然監視性と防犯性に関する調査研究

住宅地図の時系列アーカイブ

「JCCS Wiki」利用者特性に関する研究

6

厚生労働省

支出機関名

金額 5.3 46.8 37.9

厚生労働科学研究費

79.6

制度（補助金）名

6

平成17年度

件数

金額

平成16年度 平成18年度

9.0

平成19年度

50.1

財団法人日本建設情報総合センター

DSMの精密化に関する研究 株式会社パスコ

GISと衛星測位共通分野における地理空間情報
活用推進に関する施策の具体例の研究

財団法人衛星測位推進センター

沖電気工業株式会社

6.4

件数

平成16年度 平成18年度 平成19年度

13

平成17年度

小計 6.4

合計平成20年度

12

222.2

401 8

相手方機関名

平成20年度

受入額（合計）

（５）（５）（５）（５） その他外部資金受入状況（平成その他外部資金受入状況（平成その他外部資金受入状況（平成その他外部資金受入状況（平成16161616年度～平成年度～平成年度～平成年度～平成20202020年度）年度）年度）年度） 【【【【共通共通共通共通】】】】

②受託研究 〔単位：件、百万円〕

No.

6

6 22

平成20年度

2

H201

H19～H222
実世界検索のためのDBSNデータベース
アーキテクチャの構築

独立行政法人
科学技術振興機構

GISを活用した高速道路等図面の整備
独立行政法人
日本高速道路保有・債務返済機
構

受入額

4
科学技術連携施策群の効果的・効率的な推進
電子タグを利用した測位と安全・安心の確保

文部科学省 36.7

独立行政法人
日本学術振興会5

国土技術政策総合研究所

263.3

合計

84.9

サービスイノーベーション型
空間情報社会基盤に関する研究開発

北京における住宅市場分析による最適住宅
基準設定の研究

支出機関名 期間

防犯情報発信ツールの開発、防犯ポータル
サイトの構築、教育プログラムの検討

独立行政法人
科学技術振興機構

26.7

件数

1.5

金額

8.9

13.0 H19～H22

研究課題名（制度名）

3

130.3

6.9

17.9 H20～H21

平成18年度平成16年度 平成19年度

H20～H21

H20～H21

9

10.0 11.4

2 3

平成17年度
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③奨学寄附金 〔単位：件、百万円〕

No.

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

〔単位：件、百万円〕

パシフィックコンサルタンツ株式会社

12

平成18年度

株式会社ゼンリン

朝日航洋株式会社　空間情報事業本部

日本工営株式会社　コンサルタント国内事業部

平 成 19 年 度

3.0 〃

合計

67.4

40

平成20年度

3.0 〃

9

3.0 〃

3.0 〃

3.0 〃

平 成 20 年 度

8.8

8

株式会社ナビタイムジャパン

平成17年度

寄附金支出元

金額

8

7.5

平成16年度 平成19年度

15.43.6

4件数 8

平 成 18 年 度

3.90

受 入 該 当 費 目

平 成 16 年 度 平 成 17 年 度

金 額

科学研究費補助金

6

9.99 5.043.66

株式会社トプコン

補助金等間接経費
1 1

日本電機株式会社

件 数

区 分

財団法人国際コミュニケーション基金

株式会社建築技術研究所

受入額 受入年度

32.1

インクリメント・ピー株式会社 3.0 〃

〃3.0

3.0 平成20年度

3.0 〃

〃3.0

（６）（６）（６）（６） 間接経費の状況間接経費の状況間接経費の状況間接経費の状況 【【【【共通共通共通共通】】】】
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４－１．研究活動

①研究所等の研究者による研究成果

②共同利用・共同研究による研究成果

　

研 究 成 果 の 概 要年 月

(別紙④　研究成果が一般社会に還元・応用されている事例)

関 係 研 究 者 名学術的意義又は社会・経済・文化的意義

(別紙⑤　研究成果が新しい研究分野の開拓や教育活動に反映した事例)

関 係 研 究 者 名

研 究 分 野 の 開 拓 又 は 教 育 活 動 へ 反 映 し た 例

具体的還元・応用例（社会的貢献）年 月 研 究 成 果 の 概 要

研 究 成 果 の 概 要

年 月 研 究 成 果 の 概 要

学術的意義又は社会・経済・文化的意義

(別紙② 研究所等の研究者による研究成果)

年 月 関 係 研 究 者 名

(別紙③ 共同利用・共同研究による研究成果)

（１）（１）（１）（１） 研究所等の研究成果の概要（平成１６～２０年度）研究所等の研究成果の概要（平成１６～２０年度）研究所等の研究成果の概要（平成１６～２０年度）研究所等の研究成果の概要（平成１６～２０年度） 【【【【共通共通共通共通】】】】

（２）（２）（２）（２） 研究成果が一般社会に還元・応用されている事例（平成１６～２０年度）研究成果が一般社会に還元・応用されている事例（平成１６～２０年度）研究成果が一般社会に還元・応用されている事例（平成１６～２０年度）研究成果が一般社会に還元・応用されている事例（平成１６～２０年度）【【【【共通共通共通共通】】】】

（３）（３）（３）（３） 研究成果が新しい研究分野の開拓や教育活動に反映された事例研究成果が新しい研究分野の開拓や教育活動に反映された事例研究成果が新しい研究分野の開拓や教育活動に反映された事例研究成果が新しい研究分野の開拓や教育活動に反映された事例

論 文 数

平 成 18 年 度 平 成 20 年 度

5

平 成 16 年 度

研究者一
人当たりの
論文数

平 成 17 年 度 計

0

51108

平 成 19 年 度

12

区 分

16

（４）（４）（４）（４） 学会誌、学術雑誌、国際会議録等に掲載された論文数学会誌、学術雑誌、国際会議録等に掲載された論文数学会誌、学術雑誌、国際会議録等に掲載された論文数学会誌、学術雑誌、国際会議録等に掲載された論文数 【【【【共通共通共通共通】】】】
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件）

件

件

件

件

件

件）
受 賞 年 月

12

3

賞 名

(別紙⑦　受賞状況)

5

10

平 成 20 年 度

平 成 17 年 度

(平成１６～２０年度の掲載総数

平 成 18 年 度

(別紙⑥　国際学術誌に掲載された論文)

受 賞 対 象 と な っ た の 研 究 課 題 名

12

平 成 16 年 度

平 成 19 年 度

8

発 表 者 氏 名年 度 学 術 誌 名

受 賞 者 氏 名

（平成１１～２０年度の受賞総数

論 文 名

（５）（５）（５）（５） 国際学術誌に掲載された論文国際学術誌に掲載された論文国際学術誌に掲載された論文国際学術誌に掲載された論文 【【【【共通共通共通共通】】】】

（６）受賞状況（６）受賞状況（６）受賞状況（６）受賞状況 【【【【共通共通共通共通】】】】

(別紙⑦　受賞状況)
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〔単位：人〕

〔単位：人〕

19

平成16年度 平成17年度

34 17

合計平成18年度

派
遣
先
国

0

1

0

0

1

1

5

0

6

7

平成20年度

0

0

4

2

23

6

44

16

2 4

7

8

0

0

0

16

6

19

4 3 14

平成19年度 平成20年度

7

59

6

1

19

0

0

3

合計

2

0

0

0

93

22

合計

当該法人による事業 20

4

810 18

8

0

44

事
業
区
分

文部科学省事業
日本学術振興会事業

①アジア

1

00

その他の事業

②北米

③中南米

12

0

4

2

0

2

10

12

④ヨーロッパ

⑤オセアニア 0

③中南米

0

0

①アジア 2

④ヨーロッパ

2

1

合計

2

2

10

0 0

0⑥中東

平成16年度

0⑦アフリカ

3

平成18年度

5

事
業
区
分

日本学術振興会事業 1

その他の事業 4

0

2

0

1

0

0 0

当該法人による事業

0

平成19年度平成17年度

1 35

4

1

0

0

4

0 0 0

3

00

1

1 0

3 1 11

5

11

0

00

0 3

1

0

1

0 0⑤オセアニア

招
へ
い
元
国

文部科学省事業

2

00

⑥中東 0

0

0 0

0

②北米

0 0

0

0

0

0 0⑦アフリカ

2

1

（７）（７）（７）（７） 研究者の海外派遣状況（延べ人数）研究者の海外派遣状況（延べ人数）研究者の海外派遣状況（延べ人数）研究者の海外派遣状況（延べ人数） 【【【【共通共通共通共通】】】】

（８）（８）（８）（８） 外国人研究者の招へい状況外国人研究者の招へい状況外国人研究者の招へい状況外国人研究者の招へい状況((((延べ人数延べ人数延べ人数延べ人数)))) 【【【【共通共通共通共通】】】】

（平成１１～２０年度の総件数 件）

・IPCC（地球変動に関する政府間パネル）に
 おける土地利用・森林データベースの標準
 構築手法マニュアルの作成
 京都議定書のために森林や土地利用変化に
 起因する温暖化効果ガス排出量を推定する
 ためのデータベースを構築する標準手法
 （Good Practice Guideline）の執筆に
Lead Authorとして参加。

柴崎　亮介・国際標準化機構における活動
 GISデータの品質評価手順、位置情報サービス
 のフレームワーク、リモートセンシングのための
 センサモデルに関する標準化にプロジェクト
 リーダ、専門家として参加し、標準原案に
 貢献した。

柴崎　亮介

（1998年度から2003年度）

○国際機関(IPCC)

○国際機関（ISO）

（2002年度から2003年度）

（LUCC:土地利用・

土地被覆変化研究プロジェクト）

関 係 研 究 者 名

国際地球環境研究プロジェクトであるLUCC
（土利用・被覆変化）を支えるFOCUSオフィス
のリーダー（FOCUS２）2002-2005  および
LUCC Scientific Steering Committee member
を務めた。

研 究 プ ロ ジ ェ ク ト 等 の 概 要

12

0

相 手 国 名 ・ 研 究 機 関 名

(2001年度から2005年度) 柴崎　亮介

00 0

○国際共同研究

0 0⑦アフリカ

（９）（９）（９）（９） 諸外国における研究者の活動状況諸外国における研究者の活動状況諸外国における研究者の活動状況諸外国における研究者の活動状況 【【【【共通共通共通共通】】】】
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CEOPにおける衛星データ、地上観測データ、
モデルシミュレーションデータを統合するための
メタデータを開発・提供し、JAXA、マックスプラン
ク研究所、NCARと共同して作成作業を進めた。

（グローバル水循環研究における集中観測プログラム）

○マックスプランク研究所、NCAR

柴崎　亮介

CEOP

(2003年度から現在）

貿易の利益と産業構造の関係について共同で
研究を行った。

浅見　泰司

丸山　祐造

○アメリカ・ペンシルバニア大学

空間予測モデルにおけるモデル選択規準に
関する研究を進めている。

（2006年度から現在）

Sustainable Urban Regeneration Projectの
関係で、イスタンブール工科大学発行の
学術誌ARIにおいて、Ayse Sema Kubat教授
およびOzhan Ertekin氏とともにゲストエディター
となり、９編の論文の査読・編集して、
第55巻1号に掲載した。

○トルコ、イスタンブール工科大学

○ベルギー・ルーバンカトリック大学

(2007年度から現在)

○中国、台湾、韓国、日本、

小口　高

 ○ベスビオ火山周辺の

ロ ーマ時代の自然環境復元調査

柴崎　亮介

高橋　孝明

・アジアGIS学会の立ち上げ
 各国のGIS学会の連合体として、
 アジアGIS学会を 立ち上げた。
 柴崎が会長になった。

（2004年度から現在）

（2005年度から2007年度）

・イタリア（ナポリ大学，ダヌンチオ大学）
 イギリス（生態学・水文学研究所)
・ベスビオ火山北麓に位置するローマ時代の
遺跡周辺の自然環境を地形・水文調査に
基づいて検討する

 タイの諸大学

(2003年度から2005年度）

国際標準化機構における活動
インターオペラブル運賃管理システム、緊急車
両優先制御に関する標準化に分科会長として参
画し、標準案作成に貢献

小口　高

○カナダ・モントリオール大学 国際貿易の利益と産業構造に関する研究

浅見　泰司

○中国、中国科学院・清華大学

二国間研究交流事業

(2008年度から現在) 北京の住宅市場分析の共同研究を行っている。

高橋　孝明

山田　晴利

第55巻1号に掲載した。

○国際機関（ISO）

○中国・中国海洋大学 海洋堆積物の供給源に関する研究

○カナダ・ブリティッシュコロンビア大学 丸山　祐造空間統計クリギングモデルの適切なブロックサイ
ズを選択する問題に関する研究を進めている。
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（平成20年度）

○主な研究会の開催状況

件数

2

参加人数

8 1041 -

参加人数件数

15

30

寄付研究部門「空間情報社会研究イニシア
ティブ」
第２回公開シンポジウム

「都市経済ワークショップ　柏
ミニ・カンファレンス」CSIS・経済学研究科 共催

「都市経済ワークショップ」
CSIS・経済学研究科 共催

形態（区分）開催期間

参加人数

102

○参加人数の算定方法

20

152008/5/23 ワークショップ

184

シンポジウム
寄付研究部門「空間情報社会研究イニシア
ティブ」
第１回公開シンポジウム

「地理空間情報プラットフォームの構築」 

概要

シンポジウム 講演会・セミナー

件数件数

その他

参加人数研究集会名称

135

合計研究会・ワークショップ

12788

件数 参加人数

2

15

102

-

128

-

ワークショップ

GIS講習会(学内限定)

イニシアティブ 「空間情報社会研究イニシアティブ」発足式 

「都市経済ワークショップ」
CSIS・経済学研究科 共催2008/6/20

2008/10/9

2008/9/12～13 ワークショップ

2008/7/14

2008/6/30

2008/8/1 シンポジウム

講習会

2008/7/18

参加人数

「地理空間情報の利活用と産業の育成」 

2008/6/12

2008/5/30 講習会 GIS講習会(学内限定)

ワークショップ
「都市経済ワークショップ」
CSIS・経済学研究科 共催

ワークショップ
「都市経済ワークショップ」
CSIS・経済学研究科 共催 15

寄付研究部門「空間情報社会研究イニシア

（１０）（１０）（１０）（１０） 研究者を対象とした研究会等の実施状況研究者を対象とした研究会等の実施状況研究者を対象とした研究会等の実施状況研究者を対象とした研究会等の実施状況 （旧評価資料１２－１－４）（旧評価資料１２－１－４）（旧評価資料１２－１－４）（旧評価資料１２－１－４） 【【【【共通共通共通共通】】】】

〔単位：件、千円〕

出 願 件 数 0

取 得 件 数

特許料収入 103

平 成 20 年 度

2002009/2/24

平 成 19 年 度

0

平 成 16 年 度

0

0

0 3

FOSS4G 2008 Tokyo

平 成 18 年 度

0

シンポジウム

0

平 成 17 年 度

279

計

15

-

15

166

-

「カーナビから広がる世界～
道路分野に見るデータ流通の潮流」

176

区 分

0 2 6 1

30

9

2008/10/14

2008/11/26

寄付研究部門「空間情報社会研究イニシア
ティブ」
第5回公開シンポジウム

203

シンポジウム 「動く空間情報～都市における人の流れとその把握手法の今後」

-2008/11/2 シンポジウム

2008/11/6

2008/12/4

2008/12/15 シンポジウム

2008/10/22 シンポジウム CSIS シンポジウム2008

寄付研究部門「空間情報社会研究イニシア
ティブ」
第３回公開シンポジウム

2008年度CSISシンポジウム -CSIS DAYS 2008-

15

ワークショップ
「都市経済ワークショップ」
CSIS・経済学研究科 共催

ワークショップ

寄付研究部門「空間情報社会研究イニシア
ティブ」
第4回公開シンポジウム

「参加する・しない？～地域における
サステナブルな空間情報基盤のあり方について」

160

「都市経済ワークショップ」
CSIS・経済学研究科 共催

2009/1/15

実証実験
流山おおたかの森駅付近で電子タグを利用し
た測位と安全・安心の確保に関する実証実験
を実施

2008/12/11～12

ワークショップ
「都市経済ワークショップ」
CSIS・経済学研究科 共催

シンポジウム

（１１）（１１）（１１）（１１） 特許出願・取得状況特許出願・取得状況特許出願・取得状況特許出願・取得状況((((海外の特許を含む海外の特許を含む海外の特許を含む海外の特許を含む)))) 【【【【共通共通共通共通】】】】
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４－２．共同利用・共同研究体制

共同利用・共同研究の形態
ａ：大型設備利用型、ｂ：研究資料提供型、ｃ：共同研究型、ｄ：その他

②共同利用・共同研究の内容

①運営協議会等の体制・組織図

研究協議会

空間情報科学研究センター

記 号

　空間情報科学研究センターは平成10年に学内共同利用施設として設立され、平成17年度に暫定的な全
国共同利用施設と認められ、平成18年度から正式に全国共同利用施設となった。センターの目的は空間
情報科学を創生し、深化・普及させることであるため、空間情報科学の先端的な研究を進め、同時に分野
横断的な研究を実現するインフラとして多様な空間情報を収集・整備し、様々な分野の研究者の共同利用
に供している。【本センターホームページ「機関紹介」「沿革・設立経緯」http://www.csis.u-
tokyo.ac.jp/japanese/about_csis/introduction.html参照】
　共同研究の提案は、個々の共同研究者がテーマを提示し応募するという方法をとっている。大学や公的
研究機関の研究者であれば誰でも提案を行うことができ、随時インターネット経由で受け付けている。提案
は共同研究審査委員会にて可否が決定され、採択された場合には必要なデータを研究用空間情報基盤か
らダウンロードすることができる。本センターホームページ「共同研究」http://www.csis.u-
tokyo.ac.jp/japanese/research_activities/joint-research.html 参照】
　共同利用研究の成果は、年に一回開催されるシンポジウム（CSIS DAYS、CSIS: Center for Spatial
Information Science）において発表され、研究者の異分野交流を実現する機会となっている。またシンポジ
ウムでは海外からの研究者や民間研究者も招待講演を行い、空間情報科学の今後の展開などについて議
論する。

内　　容

運営委員会

c

（１）（１）（１）（１） 共同利用・共同研究の形態及びその内容共同利用・共同研究の形態及びその内容共同利用・共同研究の形態及びその内容共同利用・共同研究の形態及びその内容 （旧評価資料１２－１－１）（旧評価資料１２－１－１）（旧評価資料１２－１－１）（旧評価資料１２－１－１） 【【【【全共全共全共全共】】】】

（２）（２）（２）（２） 全国共同利用を実施するための運営体制の整備・実施状況全国共同利用を実施するための運営体制の整備・実施状況全国共同利用を実施するための運営体制の整備・実施状況全国共同利用を実施するための運営体制の整備・実施状況

支援 維持・運営

支援 利用

共同研究審査委員会

※共同利用・共同研究に関する規則等を別紙として添付すること。

共同研究窓口

空間情報統合研究部門

共同研究者

時空間社会経済研究部門
空間情報基盤研究部門

研究用全国共同
空間データ基盤

空間情報解析研究部門
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②委員構成（外部委員の登用状況）

医学
考古学
植物環境学

経済学

情報工学
ドイツ法

地球惑星システム科学

空間情報科学
空間情報科学
空間情報科学

空間情報科学
空間情報科学
空間情報科学
応用分光分析

空間情報科学

柴﨑　亮介
浅見　泰司
高橋　孝明
小口　　高

空間情報科学

空間情報科学
空間情報科学

地球環境科学
都市工学
比較歴史学
交通工学、国土計画

空間情報科学
空間情報科学
空間情報科学
空間情報科学

人文地理学

空間情報科学
空間情報科学
地盤環境工学
地理学

自然地理学
地理学・自然災害科学

複合新領域、社会科学、数物系科学、工学

核融合学
社会システム工学

国土交通省国土地理院地理地殻活動研究センター 宇根　寛 

京都大学地域研究統合情報センター 

奈良大学文学部 
田中　耕司 
碓井　照子 

横浜国立大学大学院環境情報研究院 

立命館大学文学部 
佐土原　聡 
矢野　桂司 

南山大学数理情報学部 
北海道大学大学院情報科学研究科 

河野　浩之 
本間　利久 

東洋文化研究所 
生産技術研究所 

羽田　　正 
桑原　雅夫 

慶應義塾大学総合政策学部
法政大学大学院工学研究科

福井　弘道
森田　　喬

九州大学大学院工学研究院
筑波大学大学院生命環境科学研究科

江崎　哲郎
村山　祐司

空間情報科学研究センター
空間情報科学研究センター

丸山　祐造
河端　瑞貴

空間情報科学研究センター
空間情報科学研究センター

小口　　高
有川　正俊

空間情報科学研究センター
空間情報科学研究センター

高橋　孝明
瀬崎　薫

空間情報科学研究センター
柴崎　亮介
浅見　泰司

研究協議会 空間情報科学研究センター・委員長

大学院人文社会系研究科
大学院農学生命科学研究科

大貫　静夫
大政　謙次

大学院経済学研究科

大学院医学系研究科
海老原　明夫

安藤　謙二
大学院法学政治学研究科

大学院理学系研究科

空間情報科学研究センター瀬崎　薫
空間情報科学研究センター
空間情報科学研究センター

空間情報科学研究センター

空間情報科学研究センター

丸山　祐造

金本　良嗣
北森　武彦
河端　瑞貴

喜連川　優 生産技術研究所

委員名

多田　隆治

有川　正俊

前 所 属 専 門 分 野

空間情報科学研究センター
空間情報科学研究センター

空間情報科学研究センター・委員長運営委員会

大学院工学系研究科

会議名 現 在 の 所 属

江崎　哲郎
村山　祐司

慶應義塾大学総合政策学部福井　弘道
筑波大学大学院生命環境科学研究科

九州大学大学院工学研究院

空間情報科学
空間情報科学
空間情報科学

小口　　高

高橋　孝明

空間情報科学

空間情報科学研究センター

空間情報科学

知能情報学、育種学、農業情報工学

都市経済学、地域経済学

国際感染医学
通信・ネットワーク工学

増井　俊之 
笹野　泰弘 
松原　美之 

空間情報科学研究センター

空間情報科学研究センター有川　正俊

瀬崎　薫

柴崎　亮介

情報工学
静電気、安全工学
環境動体解析、気象・海洋物理・陸水学

ユーザインターフェース

安達　　淳 

空間情報科学

国立情報学研究所コンテンツ科学研究系 

二宮　正士 

浅見　泰司

ヒューマンインターフェース

地理学、刑事法学、社会学

共同研究審査委員会

（独）農業・食品産業技術総合研究機構中央農業総合研究センター 

独立行政法人国立環境研究所地球環境研究センター 

地理学・自然災害科学

空間情報科学
地理情報システム
情報学基礎

Apple Inc. 

総務省消防庁消防大学校 消防研究センター 

科学警察研究所犯罪行動科学部 

国土交通省国土計画局総務課国土情報整備室 

原田　　豊 
西澤　　明 

測位衛星技術株式会社 
株式会社リクルート 

鳥本　秀幸 
峰岸　真澄 

株式会社日立製作所中央研究所情報システム研究センター 

株式会社東芝　研究開発センター 

田辺　史朗 
土井美和子 

慶應義塾大学理工学部 
株式会社ゼンリン開発本部 

笹瀬　　巌 
桝谷 知彦 

岡山大学大学院社会文化科学研究科 

新潟大学大学院医歯学総合研究科 

中村　良平 
鈴木　　宏 

日本大学文理学部 
琉球大学工学部 

高阪　宏行 
名嘉村盛和 

国土交通省国土地理院地理地殻活動研究センター 

国際航業株式会社 
宇根　寛 
太田　守重 

都市工学

河端　瑞貴
空間情報科学
空間情報科学
地盤環境工学
地理学
地球環境科学

森田　　喬 法政大学大学院工学研究科

丸山　祐造 空間情報科学研究センター

空間情報科学研究センター

空間情報科学研究センター・委員長

空間情報科学研究センター

空間情報科学研究センター
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③運営協議会等の開催実績（平成16年～平成20年）

④その他全国共同利用を実施するための運営体制の整備・実施状況（自由記述）

2 2 2 2 2
研究協議会 111

　共同研究を実施する際には、空間データの貸与にあたって、本センターと研究者が「空間データ
利用を伴う共同研究」契約を締結する必要がある。締結の手間を最小限にするために、誓約書
の送付を除いて申込み手続きはインターネット経由でワンストップにすべて行えるように配慮して
いる。共同研究審査委員会も通常、共同研究提案を電子的に回覧し、委員が可否を電子メール
などで議論、決定する。また申込みは随時受け付けられており、いつでも共同研究を開始でき
る。このようにデータをダウンロードして研究を行うことができるため、宿泊設備の整備などは行っ
ていない。
　しかし、本センターを訪れて共同研究を行うことを必要と考える研究者には客員研究員、協力研
究員などの制度があり、本センターの審査を経て選定される。これに基づき入館証の発行、電子
ジャーナルのサービスなどの様々な便宜を研究支援のために提供している。

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

1

会議名等 平成16年度
運営委員会

1
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人数

（内、外国人）

（内大学院生）

延人数

（内、外国人）

（内大学院生）

人数

（内、外国人）

（内大学院生）

延人数

（内、外国人）

（内大学院生）

人数

（内、外国人）

（内大学院生）

延人数

（内、外国人）

（内大学院生）

人数

（内、外国人）

（内大学院生）

延人数

（内、外国人）

（内大学院生）

0

平
成
1
8
年
度

178

48

22 0

0

58

0 0

13

平
成
1
9
年
度

5

0

21

13 0

1 0

21 1

0

12

0

0

0 0

0

0

0

0

0

0

0

6 22

0 0

48 21 0

0

22

1

0

0

0

0

0 0

0

1

0

23

0

99 0

0

15

公的機関

25

25

民間機関

0

0

13

0

21 5

0

0

5

00

84

0

199 103

0

65

0

0

0

0

0

10

0

036 0 051

0 0

0

機関数 64

110

51

171

212

0

57

61

0

0

1

66

0

0

0

0

00

0

36

0

5 0

0

0

05

025 1

24

8 32

0

36

0

0 0 0

21

36

機関数 64 24

65

220 115

平
成
2
0
年
度

機関数

77

0

0

77

325

86

0

291

私立大学

0 0

大学共同利用機関

18

公立大学

2

43

2

0 0

0

0

76

0

38202

0

0

0

0

90

147

8 1

163

0

9

備考その他外国機関

0

36

0

8043

0

25

0

0

0

12

2 1

1

0

0

0

1

9

12

5

0

0

0

区分
国立大学

所属機関の内訳

合計

73

13

0

22

16

245

0

14

0

0 0

0

0

0

0

0

平
成
1
7
年
度

167 108 0

0

0 0 0

14 1

0 0

0

32

0

0

0

010

33 115 0

0 0

00

（３）（３）（３）（３） 共同研究者の受入状況及び延べ人数の算定方法共同研究者の受入状況及び延べ人数の算定方法共同研究者の受入状況及び延べ人数の算定方法共同研究者の受入状況及び延べ人数の算定方法 （旧評価資料１２－１－２）（旧評価資料１２－１－２）（旧評価資料１２－１－２）（旧評価資料１２－１－２） 【【【【共通共通共通共通】】】】

（内大学院生）

人数

（内、外国人）

（内大学院生）

延人数

（内、外国人）

（内大学院生）

（共同利用者の定義）

（延べ人員数の算定方法）

000

0

10

1

0

　共同研究は基本的に研究用データベースを共同利用しながらセンターの教員と研究活動を行うという形
態で進められている。そのため共同研究者受入数は、共同研究の申請を受理された研究者の数としてい
る。

　共同研究者はセンターを実際に訪問することなく共同利用が可能なため、共同研究の成果発表会に参加
する場合を除き、訪問者の人数、泊数は把握する必要がない。ここでの延べ人数は、共同研究員が複数の
共同研究プロジェクトの従事する場合に重複して人数を積算した。なお、共同研究発表会参加者数は平成
20年度は150名であった。また1泊2日の日程で発表会は行われるため延べ人数にして300名となる。

0

0

1

6

36 0

0

0

13

4

0 0

4

0

6 0

0

0

0

43

0

平
成
1
6
年
度

0

51

24

87

22

0

機関数 37 19

49

0

0

216

18

0

161

16

89

53

0 0

27 0

5

0

4

度

1 0

0 0

6

0

0

0

0 0

0

0

0

00

7

00

0

14

機関数

14

0 0

6 1 0 0
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0

事務職員 3

9

3

13

0

4教員数

○取組状況

　本センターでは、利用者に対して、大きく3つの技術的支援を行っている。
　第1は、ESRI社製GISソフトウェア群を活用した初級者向け講習会である。ここ数年、様々な分野で地理情
報システム(GIS)を使用した研究が増えてきている。本センターでは、平成17年度から学内向けGISソフト
ウェア(ArcGIS)サイトライセンスサービスを開始する等の新たなサービスを次々と提供を開始しており、その
一環として、現在サイトライセンスを提供しているArcGISの講習会を2005年12月に開始した。以降毎月１回
のペースでソフトウェアの使い方を中心に講習会を実施している。本講習会では、技術支援員が明快な講
義ときめ細かい実習をとりおこない、市販されているテキストやマニュアルからでは習得することができない
GISソフトウェアのオペレーションの体得を目指している。平成20年度は2回のGIS講習会を実施した。【GIS
講習会 ウェブサイト（http://www.csis.u-tokyo.ac.jp/training/）参照】。こうした定期的なGIS講習会に加え、
大学での演習クラス（東京大学、九州大学、東京理科大、立正大学、首都大学東京、７講習会）、さらには
大学以外の組織における講習会（国土交通省、日本測量協会、土地改良測量設計技術協会、文部科学省
JICA）も行った。
　第2は、空間情報科学に関する高度な知識と高い技術を備える人材育成を目的とした講習会「空間情報
デザインスクール」の実施である。この講習会は、GIS技術資格制度と連動しており、所定のコースを修了す
ると、GIS専門技術士の資格に向けた単位を取得することができる。そのため、受講者の多くはGISの高度
な専門知識が求められる技術者や研究者から構成される。このように、初級から上級までの講習会を通じ
て空間情報科学の普及と深化に向けた取組を積極的に試みている。
　さらに、第3の支援活動として、共同研究者から寄せられる問い合わせへの対応を挙げることができる。問
い合わせには、専属のスタッフ（常勤助教1名）を置き、メールや電話等による相談や質問に常時、応じてい
る。また、各共同研究には、本センターの常勤教員が原則的に1名以上、担当者としてつき、空間データの
利用方法や入手方法など、適切な助言を行っている。
　その他、本センターでは、空間情報科学の研究者及び技術者を支援するため、GISの技術情報を集めた

備考

技術職員

3

3

専任 兼任 合計

（４）（４）（４）（４） 共同研究員の研究支援状況（共同利用・共同研究に係る利用者の支援に携わる教員、共同研究員の研究支援状況（共同利用・共同研究に係る利用者の支援に携わる教員、共同研究員の研究支援状況（共同利用・共同研究に係る利用者の支援に携わる教員、共同研究員の研究支援状況（共同利用・共同研究に係る利用者の支援に携わる教員、

技術・事務職員数、（兼任・専任の別））、利用者の利便性の向上を目的とした取組状況技術・事務職員数、（兼任・専任の別））、利用者の利便性の向上を目的とした取組状況技術・事務職員数、（兼任・専任の別））、利用者の利便性の向上を目的とした取組状況技術・事務職員数、（兼任・専任の別））、利用者の利便性の向上を目的とした取組状況 （旧（旧（旧（旧

評価資料１２－２－２）評価資料１２－２－２）評価資料１２－２－２）評価資料１２－２－２） 【【【【全共全共全共全共】】】】

　その他、本センターでは、空間情報科学の研究者及び技術者を支援するため、GISの技術情報を集めた
ホームページ「てくてくGIS」（URL：http://www.csis.u-tokyo.ac.jp/~akuri/）を開設している。GISの基本的な
用語や概念の説明、GIS講習会で用いた資料などを公開している。このような空間情報に関連する知識やノ
ウハウを提供する他に、このホームページでは閲覧者がGISに関連する技術情報をやり取りする掲示板を
設置し、一般へのGIS普及を目指した情報交換の場を提供している。
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〔単位：件〕

〔単位：千円〕

①共同研究プロジェクトの採択状況 〔単位：件〕

②平成20年度に採択された研究課題および実施状況

1

2

3

概　　要

0

70

0

49

0

79

アブストラクト集デザイン費　517

2,244

計

49

617

53

アブストラクト集印刷　898

パンフ修正　989

2,555

256

平 成 17 年 度

3,505

0

10 108

2,888その他

(主な３費目名を記入)

27

0

0

(別紙⑧　平成20年度に採択された研究課題および実施状況　参照)

0

研究組織・体制

共同研究旅費

区 分

0

53

プ ロ ジ ェ ク ト テ ー マ

共同研究費 0

10

平 成 17 年 度

平 成 17 年 度

平 成 16 年 度

23 38

平 成 18 年 度

平 成 20 年 度

0

平 成 18 年 度

0

平 成 16 年 度

100% 100% 100%

00

平 成 19 年 度

2,323

採 択 率 ( Ｂ ／ Ａ )

平 成 19 年 度平 成 18 年 度

100%

70

100%

平 成 20 年 度

58

58

計

アブストラクト集印刷　898

2,811

区 分

応 募 件 数 ( Ａ ) 30

30

運営委員会経費

0

採 択 件 数 ( Ｂ )

平 成 16 年 度

平 成 19 年 度

アブストラクト集デザイン費　517 インクジェットプリンター　345

平 成 20 年 度

（５）（５）（５）（５） 国際共同研究の実施件数国際共同研究の実施件数国際共同研究の実施件数国際共同研究の実施件数 【【【【共通共通共通共通】】】】

（６）（６）（６）（６） 共同利用・共同研究にかかる経費共同利用・共同研究にかかる経費共同利用・共同研究にかかる経費共同利用・共同研究にかかる経費 【【【【全共全共全共全共】】】】

（７）（７）（７）（７） 共同研究プロジェクトの採択・実施状況共同研究プロジェクトの採択・実施状況共同研究プロジェクトの採択・実施状況共同研究プロジェクトの採択・実施状況【【【【全共全共全共全共】】】】 （旧評価資料１２－１－１、２）（旧評価資料１２－１－１、２）（旧評価資料１２－１－１、２）（旧評価資料１２－１－１、２）

③公募の状況（公募内容、方法）、採択手続き
　新たな学術動向や研究者コミュニティの意見の把握・反映の状況
　（課題の設定や公募等に反映した事例）

　共同研究の提案は大学や公的研究機関の研究者であれば誰でも行うことができ，随時インターネット経
由または郵送で受け付けている。提案は共同研究審査委員会にて可否が決定され，採択された場合に
は，共同研究で必要なデータを「研究用空間データ基盤」からダウンロードし，利用することができる。研究
用空間データ基盤の最大の特徴は，公共・民間を問わず，わが国で整備されている空間統計データや電子
地図データなどが幅広く網羅されている点にある。空間データ基盤に収録されている空間統計データは，既
存のGISソフトウェアやエクセル等の表計算ソフトで処理できるようデータフォーマットが変換されているもの
が多く，理工系研究者の利用のみならず，人文社会系研究者にも非常に使いやすい形式で提供されてい
る。
 実際本年度は，データ基盤を利用した共同研究の約1/3が人文社会系研究者によるものであった。これは
「情報科学」を標榜した研究センターとしては大変珍しく，情報を通じた理工系と人文社会系の融合的研究
の創造に大きな貢献をしている。具体的な共同研究例を挙げると，平成20年度については「空間疫学手法
を応用した疾病地図の研究（研究代表者の所属：立命館大学）」，「子どもの被害の測定と防犯活動の実証
的基盤の確立（同：科学警察研究 所」」，「学童欠席率を用いたインフルエンザ流行状況の迅速な把握につ
いて（同：仙台市衛生研究所）」など70件（理工系：47件，人文社会系：23件） が採択され，理工系から人文
社会系まで幅広い分野の共同研究が実施された。
 研究者等の要望が公募などに反映されるルートは、研究協議会のほか、共同研究シンポジウム、拠点校
会議、ワークショップ・シンポジウムなどがあり、幅広いチャネルが用意されている。公募等に反映した例と
しては、人の移動データが共同研究用に整備された事例がある。従来、空間情報科学分野では地域統計
や電子地図など比較的変化の少ない情報が、研究に用いられているケースが多かったが、近年GPS付き
携帯電話の普及（全携帯電話保有者の45％程度）にともない、人の移動に関する研究要望が高まっている
ことがシンポジウム・ワークショップなどから明らかとなった。そのため、国土交通省や自治体などが調査し
ているパーソントリップデータ（人の一日の移動を網羅的に調査したデータ。東京首都圏で80万人分ある）を
処理・加工し、地図にマッピングできる形で共同研究用に公開した。これは国内はもとより国際的にも例の
ないデータである。
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特色ある共同研究活動の概要

その他の特色としては、民間企業が保有しているデータの共同研究への提供の試みがある。従来、民間企
業が保有しているデータはかなり高額な価格で販売されるか、あるいは企業のノウハウの根源として秘匿さ
れることが普通であった。そのデータは不動産の売買事例から消費者の行動データまで空間情報科学の
観点から学術的な価値の高いものが少なくない。そこで、当センターでは民間企業のデータを適切な契約・
管理スキームの下に、研究者に提供する試みを始めた。リクルート社の不動産関連情報などが皮切りとな
り、まだ試行段階ではなるが、利用者が増えつつある。

（８）（８）（８）（８） その他、独創的・先端的な学術研究を推進する特色ある共同研究活動その他、独創的・先端的な学術研究を推進する特色ある共同研究活動その他、独創的・先端的な学術研究を推進する特色ある共同研究活動その他、独創的・先端的な学術研究を推進する特色ある共同研究活動
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農村計画学会 4 日本地熱学会 1

環境経済・政策学会 4 日本大学地理学会 1

応用地域学会 4 日本地震学会 1

1

情報処理学会 4 日本体力医学会 1

日本心理学会 4 日本体育学会

1

1

日本リモートセンシング
学会

5 日本生物環境工学会 1

経済地理学会 5

日本写真測量学会 6

1

1

日本オペレーションズリ
サーチ学会

1

1

1

1

日本教育工学会

日本教育情報学会

日本金属学会

22 日本疫学会 1

日本LCA学会

9

土木学会

1

1

1

1

電気学会

37

人 数

1

1

日本レジャー・レクリ
エーション学会

日本地理学会 32

関 連 学 会 名

地理情報システム学会 57

人文地理学会 12 日本海洋工学会

10

日本生態学会 16

日本地形学連合 9

7

都市住宅学会 9

日本造園学会

7

8

8

人工知能学会

都市計画学会

日本財政学会

日本商業学会

日本交通学会

日本公共政策学会

1

1

1

日本人類学会

日本人口学会

日本森林学会

日本計画行政学会

電子情報通信学会 12

日本不動産学会

日本環境学会

日本科学教育学会

日本機械学会

日本建築学会 30

日本都市計画学会

人 数関 連 学 会 名

（９）（９）（９）（９） 関連学会等関連学会等関連学会等関連学会等 【【【【共通共通共通共通】】】】

日本経済政策学会 2 システム農学会 1

日本鉄鋼協会 2 哺乳類学会 1

American Society of
Limnology and
Oceanography

2
オペレーションズ・リ
サーチ学会

1

日本社会学会 2 溶接学会 1

森林計画学会 2 林業経済学会 1

日本法社会学会 2 米国農業経済学会 1

写真測量学会 2 法と経済学会 1

日本第四紀学会 2 廃棄物学会 1

アメリカスポーツ医学会 2 物理探査学会 1

日本コンクリート工学協
会

3 農業機械学会 1

日本環境心理学会 3 農業情報学会 1

日本農業気象学会 3 日本民族衛生学会 1

地理学会 3 日本陸水学会 1

日本水文科学会 3
日本風力エネルギー協
会

1

建築学会 3 日本物理探査学会 1

日本哺乳類学会 3 日本犯罪心理学会 1

環境科学会 3 日本風工学会 1

日本都市社会学会 3 日本動物学会 1

日本応用経済学会 3 日本犯罪社会学会 1

日本経済学会 4 日本蜘蛛学会 1

日本オペレーションズ・
リサーチ学会

4 日本鳥学会 1

交通工学研究会 4 日本地方財政学会 1
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Japan Society of Forest
Planning (JSFP)

1 人間・環境学会 1

International Society for
Industrial Ecology

1 植生学会 1

IUFRO Working Party
8.01.03 Landscape
Ecology

1 植生史学会 1

ＩＥＥＥ 1
滋賀大学　環境総合研
究センター

1

IGU Urban Commission 1 種生物学会 1

Association of
Japanese Agricultural
Scientific
Societies(AJASS)

1 財政学会 1

IABSE 1 持続可能システム研究会 1

日本景観生態学会 2
国際写真測量・リモート
センシング学会

1

American Geophysical
Union

1 国際水工学学会 1

日本海洋学会 2 環境情報科学センター 1

個体群生態学会 2 建築史学会 1

日本衛生学会 2 環境学会 1

計測自動制御学会 2 環境情報科学 1

日本サンゴ礁学会 2 王立地理学会 1

日本地下水学会 2 環境・経済政策学会 1

日本公衆衛生学会 2 応用地質学会 1

日本測量学会 2 応用動物昆虫学会 1

東京地学協会 2 英国犯罪学会 1

1

計 489

1

地盤工学会 1

地理科学学会

アメリカ老年学会

1

アメリカ経済学会

VR学会

アメリカ骨代謝学会

Spatial Science
Institute, Australia

1 生態人類学会 1

第四紀学会 1
The Japanese Forest
Society (JFS)

1

LCA学会 1 水文・水資源学会 1

Society of Experimental
Biology

1 生活経済学会 1

Law and Society
Association

1 人口学会 1

1

1
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　本センターでは、共同研究制度や申込みの方法などについての情報発信は、基本的にセン
ターのホームページを利用して行われる。それに加え、インターネットを経由してニュースレターを
配布している。またシンポジウムなどのイベントに際して収集される参加者情報は「顧客リスト」化
され、情報発信に利用されている。
　一方、全国共同利用研究の発表会も兼ねたシンポジウムであるCSIS DAYS、応用統計ワーク
ショップ、空間公共経済学研究会などの集会を通じた広報も重要である。こうした広報の機会を
有効に利用するためにCSIS DAYSのアブストラクト集は空間情報科学の現状を俯瞰することがで
きるように各発表は1ページにまとめられ、フルカラーの図表による一目で分かる表現形式を採用
している  。
　その他、定期的な刊行物として年次報告がある。年次報告は本センターの各メンバーについて
個人業績が多様な視点から評価され、自己点検・評価の資料として利用されている。空間情報の
利用に関する商業誌（年4回発行。発行部数は約1万部）にも本センターのページを確保してお
り、最新の研究成果や政策提言などの社会的活動の成果を発信する重要な機会となっている。
　また、オープンキャンパスなどを訪問する専門家が多いことから、デモンストレーションなどを通
じて研究成果の発信の機会として利用している。

東京大学では全国共同利用の重要性にかんがみ、全国共同利用の推進を目的とした予算措置
上の優遇措置を図っている。すなわち、研究所など各部局の経常経費相当分に「全学協力係数」
（△1％）を乗じて配分留保し、学内再配分資源として活用しているが、上記の経常経費相当分の
うち全国共同利用経費に相当する分については、「全学協力係数」を免除している。

（１０）（１０）（１０）（１０） 全国共同利用を推進するための大学全体としての取組全国共同利用を推進するための大学全体としての取組全国共同利用を推進するための大学全体としての取組全国共同利用を推進するための大学全体としての取組

（１１）（１１）（１１）（１１） 大学等の研究者に対する全国共同利用に関する情報提供大学等の研究者に対する全国共同利用に関する情報提供大学等の研究者に対する全国共同利用に関する情報提供大学等の研究者に対する全国共同利用に関する情報提供 【【【【全共全共全共全共】】】】

　空間情報を利用した研究や教育にはGISソフトウェアの利用知識がある程度必要である。そこで
当センターではGISソフトウェアの普及・トレーニング活動にも尽力しており、学内外へ向けた研究
支援員による講習会を行っている。
　また、大学の研究者だけでなく、民間企業の研究開発担当者や政府・地方公共団体関係者か
ら研究ニーズを汲み上げ、これからの研究の方向性について議論する場として「空間情報社会研
究フォーラム」を立ち上げ、活動を行っている。このフォーラムにおける議論、活動がベースとなっ
て、寄付研究部門「空間情報社会研究イニシアティブ」の構想が具体化し、民間13社からの寄付
金に基づいて平成20年4月1日に発足した。

（１２）（１２）（１２）（１２） その他、全国共同利用の運営・支援のための特色ある取組その他、全国共同利用の運営・支援のための特色ある取組その他、全国共同利用の運営・支援のための特色ある取組その他、全国共同利用の運営・支援のための特色ある取組 【【【【全共全共全共全共】】】】
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共同利
用に供
する時

間

共同利
用率
(%)

年間稼
動時間

稼働率
(%)

共同利用設備

100.0%

#DIV/0!

99.9% 8724

○延べ人数の算定方法

3 #DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

空間情報基盤システムの主要サービスのひとつである、空間データ共有システムの利用人数。データダウ
ンロードを許可された延べ人数であり、共同研究に参加している研究者数に等しい。

2

1 8724

研究施設・設備名
施設設備の概要、利用状況（のべ利用者

数）等

8736空間情報基盤システム
研究用の各種空間データやセンター開発のデータ解析
ツールなどを共同研究者に提供する基盤システムであ
る。のべ利用者数は325。

年間稼
動可能
時間

共同利用・共同研究の用に供してる主な施設・設備について記入
（※以下に該当する場合は、様式２についても作成）
①平成21年4月1日現在において、全国共同利用の附置研究所等における全国共同利用に供する１億円以上の設備。
②全国共同利用に供する設備をリース・レンタルにより整備している場合は、当該設備を購入した場合に１億円相当以上であると見
込まれるもの。
③１億円以上の設備の該当がない研究所等については、その研究所・研究施設において購入金額の一番高い設備について作成。

#DIV/0!

#DIV/0!

（１３）（１３）（１３）（１３） 共同利用・共同研究に供する研究施設・設備等共同利用・共同研究に供する研究施設・設備等共同利用・共同研究に供する研究施設・設備等共同利用・共同研究に供する研究施設・設備等 （旧評価資料１２－１－３）（旧評価資料１２－１－３）（旧評価資料１２－１－３）（旧評価資料１２－１－３） 【【【【全共全共全共全共】】】】
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〃
2008年8月

公開

都市雇用圏単位に集計した各種統計データ〃

地形や堆積物の特徴や場所の緯度経度

研究者限定、
Web公開（パ
スワード発行）

各種空間データ（地図データ、統計データ、画像データ
等）

データセット
数：350

変換レコード
数：

1億4500万

ダウンロード
数：

5451

ダウンロード
数：300

Webでの一般
公開

住所・地名フィールドを含むCSV形式データを、緯度経
度または公共測量座標系の座標値に変換

利用者数：40

空間データカタログサービス 〃 各種空間データのメタデータ

カリキュラムデータベース

古水文・古環境研究文献デー
タベース（日本版，世界版）

統計データベース 〃 国勢調査等各種統計データ

CSVアドレスマッチングサービ
ス

人の流れプロジェクト

建設用語データベース 〃 建設情報標準分類体系(JCCS)に基づく建設用語

地形や堆積物の特徴や場所の緯度経度

ポーランドの歴史的景観に関
するデータ

〃 中世～近世の城郭、教会、街並みの特徴と景観写真

日本各地の露頭と扇状地に
関するデータ

〃

大都市雇用圏データ

アクセス数：
100

GIS用語集検索

見出し語数：
11000語

〃
国内外の大学のGISカリキュラム、教科書(日本語・英
語)巻末の用語インデックス

〃

時空間内挿済
調査データ：
約80万人分

登録済GISカリ
キュラム数：
230大学分

日本全国・街
区レベルの住

所を整備

空間データ共
有システム登

録データの8割

利用数

アクセス数：
2000

蓄積量蓄積情報の概要

各都市圏のパーソントリップ調査を中心とした人の流れ
に関するデータ

データセット
数：115

アクセス数：
2000

アクセス数：
35000

アクセス数：
5948

見出し語数：
1611語

検索数：
85

〃

データベース名※１

地理情報システム学会GIS用語集

公開方法

空間データ共有システム

地理情報システム学会要旨
データベース

公開準備中 地理情報システム学会　全国大会および学会誌要旨

アクセス数：
1000

アクセス数：
6000

（１４）（１４）（１４）（１４） データベース作成・公開状況（前提となる情報の蓄積量）データベース作成・公開状況（前提となる情報の蓄積量）データベース作成・公開状況（前提となる情報の蓄積量）データベース作成・公開状況（前提となる情報の蓄積量） （旧評価資料１２－１－３）（旧評価資料１２－１－３）（旧評価資料１２－１－３）（旧評価資料１２－１－３）

※１　日本を代表して作成しているデータベースについては下線を引くこと

※２　国際的なデータベース作成の前提となっている情報については下線を引くこと

空間データ共有システム 10

利用件数

てくてくGIS

Webでの一般
公開

センターホームページにて、理工系研究者
のみならず人文社会系研究者にも使いやす
い形式で提供している。

58

〃 Web上で公開されている地図画像へのリンクWeb地図学博物館

利用・提供状況

アクセス数：
10700

地理情報科学に関する教材、用語集、各種資料、リン
ク集

GISの基本的な用語・概念説明、GIS講習会資料、GIS
関連の技術情報を交換する電子掲示板

アクセス数：
200万

学術資料の区分
・種類・名称等 利用・提供区分

保有数

GIS SCHOOL

(参考) センターの運営する e-learning のためのウェブサイト

〃

整備の状況、利用・提供方法

（１５）（１５）（１５）（１５） 学術資料の整備・提供・利用状況学術資料の整備・提供・利用状況学術資料の整備・提供・利用状況学術資料の整備・提供・利用状況 （旧評価資料１２－１－３）（旧評価資料１２－１－３）（旧評価資料１２－１－３）（旧評価資料１２－１－３） 【【【【共通共通共通共通】】】】
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４－３．国際交流状況

〔単位：件〕

(総計 件）

2005年3月

毎年更新

2007年7月 2012年6月 中国・中国科学院

（参考）

地域科学

毎年更新 イギリス・ロンドン大学高等空間解析研究所

2005年5月

測量学

研究交流協定

中国・武漢大学

空間情報科

イギリス・生態学・水文学研究所

地域科学

中国・同済大学 研究交流協定

研究交流協定

研究交流協定

2006年9月

台湾・国立台湾大学

2011年9月

毎年更新

2007年1月 毎年更新

研究交流協定

研究交流協定

台湾・国立台湾大学地球科学教室 研究交流協定

13

　

地理学

空間情報科

終 了 年 月

空間情報科

韓国・ソウル国立大学

韓国・ソウル市立大学

イタリア・ダヌンチオ大学国際惑星科学研究科

2010年6月

毎年更新

主 催 し た 主 な 国 際
シ ン ポ ジ ウ ム 等 名
( 開 催 時 期 等 )

2005年5月 毎年更新

2005年3月

2

研究交流協定

地理科学

測量学、リモートセンシング研究交流協定

毎年更新

2008年2月

2006年1月

研究交流協定

10th Summer Institute, Pacific Regional Science Conference Organization,
15-16 May 2008, Dhaka

66

2010年4月

地球環境科

2005年1月

締 結 年 月

韓国・延世大学

2005年4月

11

アイルランド・国立空間計算センター

9

相 手 国 ・ 機 関 名

毎年更新

1

平 成 18 年 度

2005年3月 研究交流協定

1

計

13

研 究 分 野

主 催 件 数

参 加 件 数

平 成 20 年 度区 分 平 成 16 年 度 平 成 17 年 度

30

3 3

研究交流協定

平 成 19 年 度

協 定 名

地球科学

地理学

2

（１）（１）（１）（１） 国際シンポジウム等の主催・参加状況国際シンポジウム等の主催・参加状況国際シンポジウム等の主催・参加状況国際シンポジウム等の主催・参加状況 【【【【共通共通共通共通】】】】

（２）（２）（２）（２） 当該研究所等の学術国際交流協定の状況当該研究所等の学術国際交流協定の状況当該研究所等の学術国際交流協定の状況当該研究所等の学術国際交流協定の状況 【【【【共通共通共通共通】】】】

〔単位：人〕

交渉中

交渉中 中国・香港大学

アメリカ・ニューヨーク大学バッファロー校

交渉中 中国・香港理工大学

0 ⑦アフリカ

計

3

4

(平成20年度)

（参考）

0

0 0⑦アフリカ

0

相 手 国 ・ 機 関 名 ( 締 結 年 度 )

①アジア

②北米

交渉中

(平成19年度) 0

研究交流協定

0

中国・清華大学

②北米

③中南米

3

①アジア

8

4

受 入

5

派 遣

②北米

12

③中南米

0

③中南米

0

④ヨーロッパ

⑤オセアニア

⑥中東

⑦アフリカ

1

0

7

4

①アジア

0⑤オセアニア

④ヨーロッパ

00

④ヨーロッパ

0

11

0⑥中東⑥中東

1

⑤オセアニア0

0

計

9

（３）（３）（３）（３） 学術国際交流協定に基づく交流状況学術国際交流協定に基づく交流状況学術国際交流協定に基づく交流状況学術国際交流協定に基づく交流状況((((平成１８～２０年度平成１８～２０年度平成１８～２０年度平成１８～２０年度)))) 【【【【共通共通共通共通】】】】
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Reviewer, Geophysical Research Letters (AGU)

Reviewer, Land Degradation and Development (Wiley)

浅見　泰司
Regional Science and Urban Economicsレフェリー

Reviewer, Hydrology and Earth System Sciences (EGU)

Reviewer, Earth Surface Processes and Landforms (Wiley)

Reviewer, Photogrammetric Engineering and Remote Sensing (ASPRS)

Member of International Advisory Panel, Geographical Research (Blackwell)

Member of Editorial Board, Open Geology Journal (Bentham Science)

Co-Editor-in-Chief, Geomorphology (Elsevier)

小口　高

Member of Editorial Board, Catena (Elsevier)

International Symposium on Geoinformatics for Spatial Infrastructure
Development in Earth and Allied Sciences

1st International Workshop on Sustainable Asia

Guest Editor-in-chief, Special Issue on Global Earth Observation
System(GEOSS) of Systems, IEEE Journal of System Engineering

以下のような国際会議のプログラム委員など

Chairman of Asia Construction IT Forum

Co-chairperson, Architecture and Data Committee, Group on Earth
Obsevations (GEO)

柴崎　亮介

概要

大規模な国際会議の企画
運営活動への貢献、
国際学術雑誌の編集など

瀬崎　薫

President of Asia GIS Association

IEEE Region 10 Membership Development Committee (2003-2004)

派遣

WTC 2004 Program Committee

受入事 業 名 等

（４）（４）（４）（４） その他の国際研究協力活動の状況その他の国際研究協力活動の状況その他の国際研究協力活動の状況その他の国際研究協力活動の状況 【【【【共通共通共通共通】】】】

Computer, Environment and Urban Systems, member of Editorial Board

Landscape and Urban Planning, member of Editorial Advisory Board

・The 21st International Conference on Data Engineering (ICDE 2005)IEEE

National Center of Sciences, Tokyo, Japan April 5-8, 2005,Local
Arrangement Committee, Member

Geographical and Environmental Modeling (a regional editor, 1997-20

Journal of Urban and Regional Information Systems Association (a board
member,2000-)

Computers, Environment and Urban Systems (a board member, 1999-2004)

Geographical Systems (a board member, 1999-)

Environment and Planning B (a board member, 1999-)

岡部　篤行
Annals of Regional Science (a board member, 1995-)

International Journal of Geographical Information Science (a board
member, 1997-)

有川　正俊

Lausanne, Switzerland December 15-16, 2005,Program Committee,
Member

・5th International Workshop onWeb and Wireless Geographical Information
Systems (W2GIS 2005)

International Regional Science Review(a board member,2000-)

Networks and Spatial Economics (a board member,2001-)

GEO Asia Pacific (a regional editor, 1995-2001)

19th International Meeting of the Pacific Regional Conference, Program
Committee

Urban Studiesレフェリー

Environment and Planning Bレフェリー

Geographical Analysis (a board member, 1996-)
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白石　陽

Reviewer, Urban Studies

Reviewer, Journal of Multivariate Analysis

Reviewer, Annals of Statistics

丸山　祐造

Reviewer, Accident Analysis & Prevention

・The 7th International Conference onMobile Data Management (MDM'06)

河端　瑞貴

Reviewer, Review of Urban and Regional Development Studies

Reviewer, Journal of Planning Education and Research

Reviewer, The 11th World Conference on Transportation Research (WCTR
2007)

高橋　孝明

Nara, Japan, May 9-13, 2006,Local Arrangement Committee, Member

International Cartographic Association,Steering Committee, Member, 2004-

Salzburg Austria,September 19, 2005,Program Committee, Member

・Commission on Ubiquitous Mapping

・Workshop on Mobile Maps 2005

Harbin, China,January 16-18, 2006,Program Committee, Member

Klagenfurt, Austria,October 24-28,Program Committee, Member

・The Eighth Asia Pacific Web Conference (APWeb’06)

Santa Martha, Colombia (South America) February 7-10, 2006,Program
Committee, Member

・Second International Workshop onConceptual Modeling for Geographic
Information Systems (CoMoGIS2005)

・First Euro-American Conference on Telematics and Information
Systems(EATIS2006)

Reviewer: Regional Science and Urban Economics

Reviewer, Mathematical Reviews

(2008年6月に欧州リサーチコンソーシアム(ERCIM)の会合に参加し
アンビエントコンピューティング研究の将来を議論した
（欧州の科学技術政策の方向性を検討する資料の下敷きとなる予定。）)

CASAGRAS

Program committee member, International Workshop on Mobile Location
Aware Sensor Networks (MLASN)

Program committee member, 14th International Symposium on Advances in
Geographic　Information Systems (ACM-GIS)

白石　陽

木實　新一

(2008年1月より欧州委員会のRFIDイニシアチブCASAGRASのExtended
Working Groupのメンバーとして協力を行っている。)

Program committee member, 2nd International Conference on Geosensor
Networks

ERCIM

合　計 00
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５．教育活動・人材養成

〔単位：人〕

1

2

3

〔単位：人〕

21

助 手

社会文化環境学専攻（空間情報学分野）

167

うち外国人
区         分

0

講 師

100

3 0

5

教 授

410 0

2

学外

2

4

1527

29

平 成 20 年 度

学内

59

学内学外

3

54合 計

平 成 16 年 度

3

平 成 17 年 度

学内

0

博士号取得者数

うち、社会人ＭＣ

平 成 18 年 度

平 成 18 年 度

うち、社会人ＤＣ

55

うち外国人

合　　　計

准教授 助 教
講 座 名

教 員 数

0

1

4

0

平 成 20 年 度

90

02 01

22

平 成 17 年 度

当該研究所等の教員に対する割合

5

平 成 16 年 度

学内 学外

学 部 生 6

28

7

博 士 後 期 課 程

修 士 ・ 博 士 前 期 課 程

0

29 1

うち外国人

0

15

0

0

0

0

19 2

4

1

学外

自然環境学専攻（環境情報学分野）

学内

うち外国人

学外

うち外国人

0

2

平 成 19 年 度

平 成 19 年 度

（１）（１）（１）（１） 協力講座の実施状況（平成協力講座の実施状況（平成協力講座の実施状況（平成協力講座の実施状況（平成20202020年度）年度）年度）年度） （旧評価資料１２－３－１）（旧評価資料１２－３－１）（旧評価資料１２－３－１）（旧評価資料１２－３－１） 【【【【共通共通共通共通】】】】

（２）（２）（２）（２） 大学院生等の受入状況大学院生等の受入状況大学院生等の受入状況大学院生等の受入状況 （旧評価資料１２－３－１）（旧評価資料１２－３－１）（旧評価資料１２－３－１）（旧評価資料１２－３－１） 【【【【共通共通共通共通】】】】

（４）（４）（４）（４） ポスト・ドクターの受入状況ポスト・ドクターの受入状況ポスト・ドクターの受入状況ポスト・ドクターの受入状況 （旧評価資料１２－３－２）（旧評価資料１２－３－２）（旧評価資料１２－３－２）（旧評価資料１２－３－２） 【【【【共通共通共通共通】】】】

（３）当該研究所・施設を利用して学位を取得した大学院生数（３）当該研究所・施設を利用して学位を取得した大学院生数（３）当該研究所・施設を利用して学位を取得した大学院生数（３）当該研究所・施設を利用して学位を取得した大学院生数 【【【【全共全共全共全共】】】】

〔単位：人〕

〔単位：人〕

38

44

1

0

合計

0

0

0

0

0

6

1

6

0

1

0

平 成 18 年 度

18計 8

2

平 成 16 年 度

日本学術振興
会特別研究員

区 分

16そ の 他

2

平 成 17 年 度

0

⑦アフリカ

⑥中東

③中南米

②北米

⑤オセアニア

④ヨーロッパ

0

0

①アジア

平成17年度

2

0

区　分

0

1

3

0

0

1

平成16年度 平成19年度

0

0

00

平 成 19 年 度

0

平成18年度 平成20年度

16

計

1

00

0

0

1

0

18

2 0

0

0 0

平 成 20 年 度

合計 3

2

6

0

0

00

0

1

0

0

0

8

0

0

0

（４）（４）（４）（４） ポスト・ドクターの受入状況ポスト・ドクターの受入状況ポスト・ドクターの受入状況ポスト・ドクターの受入状況 （旧評価資料１２－３－２）（旧評価資料１２－３－２）（旧評価資料１２－３－２）（旧評価資料１２－３－２） 【【【【共通共通共通共通】】】】

（５）（５）（５）（５） 日本学術振興会外国人特別研究員の受入状況日本学術振興会外国人特別研究員の受入状況日本学術振興会外国人特別研究員の受入状況日本学術振興会外国人特別研究員の受入状況 【【【【共通共通共通共通】】】】
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〔単位：人〕

〔単位：人〕

0

空間情報科学研究センターでは学生も含め若手研究者の育成に以下のような取り組みを行っている。
１） 若手研究者への研究費の配分
　いわゆる校費などの予算を持たない若手研究者（例：研究機関研究員）に対して、研究提案に対して研究
費を配分しており、自発的な研究努力を促し、同時にその実施環境を支援している。また若手研究者の研
究発表を定期的に行い、研究の進め方などについて率直、具体的なアドバイスを受けることのできる場とし
ている。

２）大学院学生の国際学会での発表支援
　大学院学生が国際シンポジウムなどに第1著者としての論文投稿することを鼓舞し、同時に渡航費・参加
費の全面的な支援を行っている。学生が第1著者となって国際シンポジウムなどで発表する論文数は年間

0

平 成 16 年 度

0

0

区　　　　分

0 0

⑥中東

合 計

0 0

0

0 0

③中南米

0②北米

0

区　分
9

00

0 0

④ヨーロッパ

平成16年度

10①アジア

⑦アフリカ

合計

0

0

10

博 士 後 期 課 程

修 士 ・ 博 士 前 期 課 程

0

39

0

0

1010 5

0

0

0

⑤オセアニア

0

平 成 17 年 度

0

5 40

0

平 成 20 年 度平 成 19 年 度

1 0

0

5

1

0

0

平成20年度 合計

0

平成17年度

0

0 0

5

0

10

平成18年度 平成19年度

平 成 18 年 度

0

0

（６）（６）（６）（６） 留学生の受入状況留学生の受入状況留学生の受入状況留学生の受入状況 【【【【共通共通共通共通】】】】

（７）（７）（７）（７） リサーチアシスタントの採用の状況リサーチアシスタントの採用の状況リサーチアシスタントの採用の状況リサーチアシスタントの採用の状況 （旧評価資料１２－３－２）（旧評価資料１２－３－２）（旧評価資料１２－３－２）（旧評価資料１２－３－２） 【【【【共通共通共通共通】】】】

（８）（８）（８）（８） 若手研究者の研究支援のための取組状況若手研究者の研究支援のための取組状況若手研究者の研究支援のための取組状況若手研究者の研究支援のための取組状況 【【【【共通共通共通共通】】】】

　空間情報科学はさまざまな学問分野で横断的に適用できる汎用的な方法論や理論の開発を行っている
が、歴史が浅いこともあり、関連分野のユーザー研究者や実務家が空間データの処理・管理などについて
十分な知識や経験を有していないことが多く、これが空間情報科学の普及を妨げる原因の一つとなってい
る。多くの学問分野において統計学の基本的な知識やスキルが基礎知識となっているように、学生などの
教育以外に研究者や実務家の「再教育」も重要な課題となっている。
その一方で、空間情報科学（地理情報科学）の専門家は数が少なく、本センターを除いて散在しているた
め、多様なバックグラウンドを持った学生、研究者、実務家を対象とした教育カリキュラムや教材を開発する
ことはきわめて困難である。そこで、前センター長である岡部教授を中心として「地理情報科学標準カリキュ
ラム・コンテンツの持続協働型ウェブライブラリーの開発研究」（科研費基盤A、２００５～２００７）をはじめ、
体系的・包括的な教育カリキュラム・コンテンツを開発している。平成１９年度には開発を終了し、現在公開
に向けてとりまとめ中である。同時に教材の共有システムも準備中である。
また、システムのデザインや開発によりいっそう焦点をあてた教育プログラムとして、民間企業と共同で「空
間情報デザインスクール」を定期的に開催している。「空間情報デザインスクール」は、平成１８年度のGIS
学会賞（教育部門）を受賞したが、平成１９年度には初級、中級併せて４回開催した。

費の全面的な支援を行っている。学生が第1著者となって国際シンポジウムなどで発表する論文数は年間
50本を超えており、センター全体の論文数（査読つき学術論文と国際学会講演集などの掲載論文）の約25%
をしめている。大学院学生総数は30名から50名であり、平均して2年間に1回強程度の国際学会論文発表を
行っていることになる。またその結果、大学院生が奨励賞などを受賞するケースも大変多く、平均して年に４
～５件の受賞がある。

３） 博士課程大学院生への経済的な支援
　協力先の専攻と連携して博士課程大学院学生をRA/TAなどに採用し、経済的な支援を行っている。

４）学生、若手研究者による第1著者論文の投稿の推進
学生などが空間情報科学研究センター教員の指導により作成した論文を投稿する際にはできるだけ、学生
を第1著者として研究への意欲を一層鼓舞するように配慮している。その結果として、学生が第1著者となっ
ている論文は100編を越え、教育上の効果はきわめて大きくなっている。

（９）（９）（９）（９） その他、全国共同利用を活かした人材養成に関する特色ある取組その他、全国共同利用を活かした人材養成に関する特色ある取組その他、全国共同利用を活かした人材養成に関する特色ある取組その他、全国共同利用を活かした人材養成に関する特色ある取組
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６．情報発信・広報活動等

○主な公開講演会等の開催状況

約100人H20.10.24～10.25 柏キャンパス一般公開2008

概　要

公開講座

開催期間

○その他研究活動の公開に関する取組状況

電子タグで自分のいる場所が分かるH20.10.24～10.25 50

参加人数

1

参加人数件数参加人数

セミナー・公開講座

参加人数時　期　等

その他

形態（区分） 公開講座等名称

参加人数 件数

合計シンポジウム・講演会

件数

501 50

参加人数 件数

東大のオープンキャンパスに合わせて，東大を訪問した姫路西高校の1，2年生50人に対して，研究紹介を
行った。
（平成20年8月2日）

（１）（１）（１）（１） 研究活動の公開状況（公開講座、公開講演会等）（平成研究活動の公開状況（公開講座、公開講演会等）（平成研究活動の公開状況（公開講座、公開講演会等）（平成研究活動の公開状況（公開講座、公開講演会等）（平成20202020年度）年度）年度）年度）【【【【共通共通共通共通】】】】

（２）（２）（２）（２） 施設等の一般公開の状況（平成施設等の一般公開の状況（平成施設等の一般公開の状況（平成施設等の一般公開の状況（平成20202020年度）年度）年度）年度）【【【【共通共通共通共通】】】】

5750

「GISと市民参加」

5000
web公開 web公開

合計 1250 1250 1250 1000 1000

平成20年度 合計
部数

平成18年度

年報（年1回）
アブストラクト（年1回）

1

著書名

「概論」村山祐司，柴崎亮介（編）『ビジネス・行政のた
めのGIS』シリーズGIS第４巻，朝倉書店，pp.1-12.

4

1000 1000

5

平成16年度

発刊年著者名

3

2 平成19年10月

250 250

浅見泰司 平成20年

GIS利用定着化事業事務局編
岡部篤行・今井修監修

刊行物の名称（頻度）
平成19年度平成17年度

750
1000

250
1000 1000

0

（４）（４）（４）（４） 一般向け図書の状況（過去一般向け図書の状況（過去一般向け図書の状況（過去一般向け図書の状況（過去5555年に発刊されたもの）年に発刊されたもの）年に発刊されたもの）年に発刊されたもの） 【【【【共通共通共通共通】】】】

（３）（３）（３）（３） 定期刊行物の刊行数定期刊行物の刊行数定期刊行物の刊行数定期刊行物の刊行数((((後援団体の発行分を含む後援団体の発行分を含む後援団体の発行分を含む後援団体の発行分を含む)))) 【【【【共通共通共通共通】】】】
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今井　修 国と地方の連携による国土情報整備に係る調査研究会（国土交
通省国土計画局）

平成20年8月～
平成21年3月

国土交通省「社会資本整備審議会」委員

日本学術会議連携委員

今井　修 平成20年11月～
平成21年3月

今井　修

浅見　泰司

浅見　泰司 国土交通省「国土審議会」特別委員

国土交通省総合政策局政策課「国土交通分野イノベーション検
討委員会」委員

国土交通省総合政策局技術安全課「新道路技術会議」委員

柴崎　亮介 国土交通省国土技術政策総合研究所「次世代デジタル道路地図
研究会」委員

柴崎　亮介 国土交通省国土地理院「測量行政懇談会」委員

柴崎　亮介 総務省「「安心・安全な社会の実現に向けた情報通信技術の在り
方」に関する調査委員会」構成員

浅見　泰司

浅見　泰司 内閣府「規制改革会議」専門委員

統合型GIS共同化研究会（総務省自治行政局）

国土情報整備中期的方針検討委員会（国土交通省国土計画委
局）

柴崎　亮介

柴崎　亮介

柴崎　亮介 文部科学省研究開発局「科学技術・学術審議会」臨時委員

浅見　泰司 内閣府「統計委員会」専門委員

柴崎　亮介

今井　修

瀬崎　薫 総務省電気通信事業紛争処理委員会「電気通信事業紛争処理

小口　高

浅見　泰司

国土交通省国土地理院「研究評価委員会」委員

文部科学省研究開発局「地球観測に関する政府間会合(GEO)構
造及びデータ委員会」参与

平成20年10月～
平成21年3月

平成20年10月～
平成21年3月

地理情報の活用推進のための方策に関する検討委員会（国土交
通省国土計画局）

柴崎　亮介 国土交通省国土地理院「準天頂衛星による高精度測位補正に関
する技術開発」委員

任期構成員となっている審議会等名（省庁・地方公共団体名）

柴崎　亮介

研究者名

国土交通省道路局「平成１８年度運輸技術研究開発課題評価委
員会」委員

東京都「住宅政策審議会」委員

（５）（５）（５）（５） 政府や地方公共団体の審議会等の委員数政府や地方公共団体の審議会等の委員数政府や地方公共団体の審議会等の委員数政府や地方公共団体の審議会等の委員数 （平成２（平成２（平成２（平成２1111年４月年４月年４月年４月1111日現在）日現在）日現在）日現在） 【【【【共通共通共通共通】】】】

山田　晴利 内閣府地理空間情報産学官連携協議会 防災分野における地理
空間情報の利活用推進のための基盤整備ワーキンググループメ
ンバー

山田　晴利 内閣府地理空間情報産学官連携協議会 共通的な基盤技術に関
する研究開発ワーキンググループメンバー

山田　晴利 国土交通省ISO/TC204インフラステアリング委員会委員

瀬崎　薫 総務省電気通信事業紛争処理委員会「電気通信事業紛争処理
委員会」特別委員

瀬崎　薫 特許庁工業所有権審議会弁理士審査分科会試験制度部会委員

瀬崎　薫 高知県情報化戦略推進会議臨時委員

河端　瑞貴 国土交通省交通政策審議会交通体系分科会地域公共交通部会
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７．自己点検評価及び外部評価の実施状況（平成１８～２０年度）

H 19

H 19 日本人外部評価委員７名

外国人外部評価委員３名

による評価

外国人外部評価委員１名

ビデオ会議による評価

指摘を踏まえた改善のための取組区分
実施
年度

評価実施方法 主な指摘内容等

評価項目１については
学術コミュニティの代表として外部委員をさら
に運営委員会等に追加する。

評価項目２については
空間情報科学の分かり易い体系化の一例と
して空間情報科学カリキュラムを整備し、その
カリキュラムを使って個別研究成果を位置づ
ける予定である。

評価項目３については
今後もセンターの研究、共同研究を活性化す
るために先導的分野を戦略的に定め、外部
の研究機関などとの連携を一層強化すること
で研究の先端性を高め、グローバル展開を行
う。特定領域での先端的共同研究を進めるた

自己
点検
評価

自己評価書を和文および英文で作
成した。内容としては、センターの
概要、研究活動、共同利用・共同
研究、研究成果、内部努力、将来
計画を記述し、また資料として、個
人の主要研究課題や優れた研究
業績を記述した。これとは別に毎
年３日間各研究者が研究発表を行
い、相互に評価を行う。

１．センターの組織、運営の方法
空間情報科学の発展に対応して、組織
の在り方や構成を適切に改変してきた
ことは高く評価される。今後は組織運営
が空間情報科学や関連科学のコミュニ
ティに一層開かれた体制となっている必
要がある。さらにこの重要な研究コミュ
ニティそのものが日本を中心として、
オープンに運営され、グローバルな広が
りを持つように留意していただきたい。

２．共同研究の成果や支援の状況
空間情報をツールとして用いる学問分
野が様々であることに対応して、広範な
領域で優れた成果を上げていることが
評価される。さらに、これらの研究成果
をデータベースとして体系的に総覧でき
るようにし、かつ、空間情報を用いる学
問に共通する手法等を抽出してまとめ
ることをすれば、空間情報科学の深化
につながるものと考える。
３．センターの実施する研究のパフォー
マンス
空間情報科学研究センターでは、基礎
的な理論から、社会経済的な応用に至
るまで、幅広く着実に成果を上げて、空
間情報科学分野を活性化させているこ

【【【【共通共通共通共通】】】】

う。特定領域での先端的共同研究を進めるた
めの予算的な裏付けが必要になる。

評価項目４については
交流協定を交わしているいくつかの国際的主
要研究拠点と学生や研究者の交換、定期的
なワークショップの開催、共同研究プロジェク
トの立ち上げなどを進める計画である。ただし
予算的な裏付けを強化する必要がある。

評価項目５については
寄付研究部門を設置し、民間企業とのより直
接的な連携を強化しているほか、行政機関と
の連携については共同で研究推進委員会を
運営し、いくつかのテーマについて共同で研
究を進める。

評価項目６については
先導的分野を戦略的に定め、外部の研究機
関などとの連携を一層強化することで研究の
先端性を高め、グローバル展開を行う。先端
的共同研究を進めるための予算的な裏付け
が必要になる。
　共同研究およびセンターでの先端的な研究
を一層活発に進めるために、移動体情報、不
動産情報、一情報サービスなど、いくつかの
戦略的分野について、国内の研究センターと
組織的な連携の可能性について検討を進め
ている。今後、国際的な研究拠点との可能性
も模索する予定である。
同時に寄付研究部門を設立し、民間との組織
的な共同研究を推進する計画である。また、
政府、地方自治体との連携を強化するために
産官学からなる研究推進会議を、他の空間上
法関連研究組織と連携して立ち上げることを
計画している。

外部
評価

間情報科学分野を活性化させているこ
とは高く評価される。「地理空間情報活
用促進基本法」の制定に貢献するな
ど、技術的にも社会的にも大きく貢献し
ており、全体としての研究パフォーマン
スは非常に高い。

４．国内および海外との学術面での連
携
国内の学術面の連携においては高く評
価されるが、海外の関係機関等との連
携においても、数多くの国際共同研究プ
ロジェクトを推進していることから、十分
に連携しているものと評価される。今後
は制度化された拠点間連携の一層の強
化に努められると良いのではないかと
思う。

５．産官学の連携
関連業界，行政機関からの資金獲得も
活発であり，今後とも連携の強化を期待
したい。その際、組織としてまとまった連
携の一層の強化が望まれる。今後、産
学、および産官学の連携に一層注力
し、大きく開いてしまった産業界と学会
の距離を近づける活動を強化してほし
い。
６．将来の方向性
空間情報科学研究センターでは、将来
の活動目標として、「共同研究の強化・
拡大」、「先導的研究の推進」、「人材の
育成」を挙げているが、いずれもあるべ
き方向であると考える。2010年代にむけ
て世界最先端のユビキタスネットワーク
環境が整備されるのをうけて、是非、文
字通り、空間情報科学のグローバルな
Center of Excellenceになることを目標
にして、引き続き研究活動や連携活動
を展開していただきたい。
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ー
タ

の
利

用
方

法
に

制
約

が
あ

る
。

し
た

が
っ

て
共

同
利

用
の

促
進

は
、

１
）
広

報
、

２
）
利

用
方

法
に

関
す

る
規

約
の

徹
底

、
利

用
方

法
の

確
実

な
管

理
、

３
）
利

用
方

法
の

技
術

的
支

援
、

４
）
共

同
研

究
者

か
ら

の
要

望
の

汲
み

取
り

・
反

映
の

４
つ

の
側

面
か

ら
進

め
ら

れ
て

い
る

。
１

）
 広

報
広

報
は

イ
ン

タ
ネ

ッ
ト

を
経

由
す

る
以

外
に

、
幅

広
い

学
会

で
の

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
や

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

の
開

催
な

ど
を

通
じ

、
具

体
的

な
共

同
研

究
成

果
を

提
示

し
な

が
ら

進
め

ら
れ

て
い

る
。

セ
ン

タ
ー

教
員

な
ど

を
中

心
に

な
っ

て
研

究
グ

ル
ー

プ
を

組
織

す
る

活
動

も
活

発
で

あ
る

。
ま

た
毎

年
開

催
さ

れ
る

セ
ン

タ
ー

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

で
は

、
丸

一
日

か
け

て
共

同
研

究
者

ら
に

よ
る

ポ
ス

タ
ー

セ
ッ

シ
ョ

ン
な

ど
を

開
催

し
て

お
り

、
共

同
研

究
成

果
の

シ
ョ

ー
ケ

ー
ス

と
し

て
有

効
に

機
能

し
て

い
る

。
セ

ン
タ

ー
教

員
の

所
属

学
会

が
き

わ
め

て
多

様
で

あ
る

こ
と

、
ま

た
全

国
の

拠
点

大
学

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

通
じ

て
さ

ら
に

広
い

分
野

の
研

究
者

と
活

発
に

交
流

し
て

い
る

こ
と

は
、

広
範

な
学

術
分

野
・
学

会
で

上
記

の
よ

う
な

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
を

開
催

し
、

研
究

グ
ル

ー
プ

を
組

織
す

る
上

で
き

わ
め

て
有

効
に

機
能

し
て

い
る

。
２

）
 利

用
方

法
に

関
す

る
規

約
の

徹
底

、
利

用
方

法
の

確
実

な
管

理
共

同
研

究
に

際
し

て
は

、
利

用
規

約
を

遵
守

す
る

誓
約

書
に

署
名

す
る

こ
と

を
条

件
と

し
て

い
る

ほ
か

、
共

同
研

究
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
一

つ
一

つ
に

セ
ン

タ
ー

教
員

が
担

当
者

と
し

て
参

加
し

、
利

用
方

法
に

関
す

る
ア

ド
バ

イ
ス

な
ど

を
行

う
と

と
も

に
、

デ
ー

タ
の

流
出

な
ど

が
な

い
よ

う
に

注
意

を
喚

起
す

る
と

い
う

役
割

も
担

う
。

３
）
 利

用
方

法
の

技
術

的
な

支
援

人
文

社
会

系
の

研
究

者
の

場
合

、
デ

ー
タ

を
ど

の
よ

う
に

利
用

す
る

の
か

、
基

本
的

な
リ

テ
ラ

シ
ー

が
十

分
で

な
く
、

心
理

的
な

バ
リ

ア
が

存
在

す
る

場
合

な
ど

が
あ

る
。

そ
の

た
め

、
セ

ン
タ

ー
で

は
G

IS
の

入
門

的
な

内
容

を
扱

う
ウ

ェ
ブ

サ
イ

ト
を

立
ち

上
げ

、
質

問
な

ど
を

受
け

付
け

る
活

動
に

加
え

、
e
-
L
e
ar

n
in

g教
材

を
開

発
・
提

供
し

て
い

る
。

さ
ら

に
E
S
R

I社
な

ど
が

提
供

す
る

定
評

の
あ

る
e
-
L
e
ar

n
in

g教
材

（
英

語
）
も

あ
わ

せ
て

利
用

可
能

に
し

て
い

る
。

な
お

、
G

IS
ソ

フ
ト

は
東

京
大

学
で

の
サ

イ
ト

ラ
イ

セ
ン

ス
を

取
得

し
て

お
り

、
E
S
R

I社
の

提
供

す
る

広
範

な
G

IS
ソ

フ
ト

を
東

京
大

学
内

で
は

自
由

に
利

用
で

き
る

。
一

般
的

な
デ

ー
タ

処
理

・
解

析
方

法
は

こ
の

G
IS

ソ
フ

ト
群

に
よ

り
実

行
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

そ
こ

で
こ

う
し

た
G

IS
ソ

フ
ト

の
利

用
方

法
に

つ
い

て
も

、
頻

繁
に

講
習

会
を

開
催

す
る

な
ど

の
教

育
・
支

援
活

動
を

し
て

い
る

。
さ

ら
に

高
度

で
専

門
的

な
解

析
手

法
に

つ
い

て
は

、
セ

ン
タ

ー
で

独
自

開
発

し
た

ツ
ー

ル
群

を
提

供
し

て
い

る
。

４
）
 共

同
研

究
者

か
ら

の
要

望
の

汲
み

取
り

・
反

映
収

録
デ

ー
タ

項
目

や
提

供
サ

ー
ビ

ス
の

内
容

・
形

態
に

関
す

る
体

系
的

な
意

見
集

約
は

こ
れ

ま
で

全
国

の
拠

点
大

学
等

（
1
3
大

学
、

１
政

府
機

関
、

1
民

間
企

業
）
と

の
定

期
的

な
会

合
を

通
じ

て
得

て
き

た
。

な
お

、
本

年
4
月

以
降

は
拠

点
大

学
と

の
会

合
は

研
究

協
議

会
に

引
き

継
が

れ
る

。
協

議
会

は
旧

拠
点

大
学

の
研

究
者

以
外

に
国

立
研

究
機

関
、

民
間

企
業

研
究

開
発

責
任

者
な

ど
一

層
多

様
な

専
門

家
の

参
画

を
得

る
予

定
で

あ
る

。
そ

の
ほ

か
、

１
）
広

報
の

項
で

述
べ

た
よ

う
に

さ
ま

ざ
ま

な
学

会
で

の
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

、
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
な

ど
を

通
じ

て
多

様
な

意
見

・
要

望
を

収
集

し
て

い
る

。

リ
ー

ス
・
レ

ン
タ

ル
に

よ
り

設
備

を
整

備
し

た
理

由

備
考

⑭

そ
の

ほ
か

、
１

）
広

報
の

項
で

述
べ

た
よ

う
に

さ
ま

ざ
ま

な
学

会
で

の
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

、
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
な

ど
を

通
じ

て
多

様
な

意
見

・
要

望
を

収
集

し
て

い
る

。
こ

う
し

た
意

見
、

要
望

は
セ

ン
タ

ー
で

整
理

し
た

の
ち

、
運

営
委

員
会

、
拠

点
大

学
会

議
（
今

後
は

研
究

協
議

会
）
な

ど
で

議
論

し
、

新
た

な
収

録
デ

ー
タ

項
目

や
提

供
サ

ー
ビ

ス
を

決
定

し
て

い
る

。

経
費

の
効

率
化

、
最

先
端

設
備

へ
の

弾
力

的
な

対
応

の
た

め
。
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(様
式

２
)

④
整

備
方

法
が

”
購

入
”
の

場
合

は
、

金
額

欄
に

購
入

に
要

し
た

額
を

記
入

す
る

。
ま

た
、

整
備

方
法

が
”
リ

ー
ス

”
ま

た
は

”
レ

ン
タ

ル
”
の

場
合

は
、

  
 金

額
欄

に
「
月

額
　

○
，

○
○

○
千

円
　

×
　

△
△

ヶ
月

（
平

成
○

年
○

月
～

平
成

○
年

○
月

）
」
と

記
入

す
る

。

・
平

成
2
1
年

4
月

1
日

現
在

に
お

い
て

、
全

国
共

同
利

用
の

附
置

研
究

所
及

び
研

究
施

設
に

お
け

る
全

国
共

同
利

用
に

供
す

る
１

億
円

以
上

の
設

備
を

対
象

と
す

る
。

  
な

お
、

全
国

共
同

利
用

に
供

す
る

設
備

を
リ

ー
ス

・
レ

ン
タ

ル
に

よ
り

整
備

し
て

い
る

場
合

は
、

当
該

設
備

を
購

入
し

た
場

合
に

１
億

円
相

当
以

上
で

あ
る

と
見

込
ま

れ
る

も
の

を
本

調
査

の
対

象
と

す
る

。
  

た
だ

し
、

１
億

円
以

上
の

設
備

の
該

当
が

な
い

研
究

所
・
研

究
施

設
に

つ
い

て
は

、
そ

の
研

究
所

・
研

究
施

設
に

お
い

て
購

入
金

額
の

一
番

高
い

設
備

に
つ

い
て

作
成

す
る

。

・
全

国
共

同
利

用
と

は
、

同
一

研
究

目
的

に
基

づ
い

た
共

同
研

究
(共

同
利

用
委

員
会

な
ど

に
お

い
て

選
定

さ
れ

た
課

題
に

基
づ

く
も

の
)に

供
さ

れ
る

こ
と

を
指

す
。

　
な

お
、

情
報

基
盤

セ
ン

タ
ー

に
お

い
て

は
、

上
記

の
記

述
に

関
わ

ら
ず

、
共

同
利

用
に

供
す

る
設

備
を

大
学

等
の

教
員

等
が

利
用

す
る

こ
と

を
指

す
。

①
当

該
研

究
設

備
が

主
に

利
用

さ
れ

て
い

る
研

究
分

野
を

記
入

す
る

。
(生

物
学

、
化

学
、

電
子

工
学

な
ど

複
数

回
答

も
可

)

②
設

備
を

シ
ス

テ
ム

で
使

用
し

て
い

る
場

合
は

シ
ス

テ
ム

ご
と

に
別

葉
で

作
成

す
る

。
  

　
ま

た
、

年
度

途
中

で
シ

ス
テ

ム
を

更
新

し
て

い
る

場
合

は
、

○
○

○
○

(H
1
6
.4

.1
～

H
1
7
.2

.2
8
)、

△
△

△
△

(H
1
7
.2

.2
8
～

H
1
7
.3

.3
1
)と

記
入

す
る

。

③
情

報
基

盤
関

係
の

設
備

に
つ

い
て

は
、

概
要

及
び

研
究

目
的

に
加

え
て

演
算

性
能

を
記

入
す

る
。

⑤
年

間
使

用
人

数
(A

)、
共

同
利

用
者

数
(B

)に
つ

い
て

は
延

べ
人

数
で

算
出

す
る

。
(情

報
基

盤
セ

ン
タ

ー
に

お
い

て
は

、
登

録
利

用
者

数
を

記
入

す
る

。
)

⑦
年

間
稼

動
時

間
と

は
、

利
用

者
が

当
該

設
備

を
利

用
す

る
た

め
に

、
電

源
が

投
入

さ
れ

て
い

る
時

間
を

指
す

。

⑧
(c

)(
d
)以

外
の

利
用

に
供

す
る

時
間

と
は

、
法

人
と

し
て

研
究

に
使

用
し

な
い

時
間

の
う

ち
、

民
間

等
に

貸
し

出
す

時
間

等
を

指
す

。

⑥
年

間
稼

働
可

能
時

間
と

は
、

当
該

設
備

の
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
に

係
る

時
間

等
を

除
き

、
電

源
投

入
の

有
無

に
関

わ
ら

ず
、

当
該

設
備

を
利

用
に

供
す

る
こ

と
が

可
能

な
状

態
に

あ
る

時
間

を
指

す
。

⑨
使

用
料

の
徴

収
状

況
に

つ
い

て
は

、
名

称
に

関
わ

ら
ず

課
金

、
利

用
負

担
金

等
の

実
績

を
記

入
す

る
。

⑪
利

用
規

則
及

び
課

金
・
利

用
負

担
金

等
の

一
覧

表
を

別
途

添
付

す
る

。

⑩
共

同
利

用
に

関
す

る
基

準
と

は
、

シ
ス

テ
ム

を
全

国
共

同
利

用
に

供
す

る
際

の
利

用
規

則
を

指
す

。

　
　

　
　

　
　

　
 　

　
　

　
　

（
例

、
本

Ｃ
測

定
装

置
は

平
成

２
０

年
１

０
月

に
故

障
し

た
た

め
、

平
成

２
０

年
度

分
の

記
入

欄
に

つ
い

て
は

平
成

２
０

年
４

月
～

９
月

末
ま

で
の

値
で

あ
る

。
）

⑫
共

同
利

用
促

進
の

た
め

に
行

っ
て

い
る

取
り

組
み

が
あ

れ
ば

記
入

す
る

。

⑬
リ

ー
ス

・
レ

ン
タ

ル
に

よ
り

設
備

を
整

備
し

た
理

由
を

記
入

す
る

。

⑭
備

考
を

記
入

す
る

。
（
例

、
本

Ａ
シ

ス
テ

ム
は

別
添

Ｂ
シ

ス
テ

ム
と

組
み

合
わ

せ
て

使
用

し
て

お
り

、
光

熱
水

費
、

使
用

人
数

の
切

り
分

け
が

で
き

な
い

た
め

、
両

調
査

票
で

同
一

の
値

を
記

入
し

た
。

）
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(別紙　機構図）
2.-(6) 機構図

空間情報科学研究センター

柏地区
(事務部)

給与・旅費チーム

施設管理チーム

予算・決算係

附属施設事務室

研究交流係

契約係

労務・安全管理チーム

総務係

教務係

予算・決算係

宇宙線担当課

渉外・広報チーム

予算・決算係

契約チーム

新領域担当課

人事チーム

共通

経理担当課

センター長

センター支援グループ

総務係

空間情報解析研究部門

空間情報統合研究部門

空間情報基盤研究部門

時空間社会経済研究部門

センター支援グループ総務係
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共同研究

CSISでは、全国の空間情報科学の研究を支援・推進するため、「研究用空間データ基盤」を構築し、利用し

ていただいております。

ただし、「研究用空間データ基盤」には、利用条件や著作権上自由に貸し出すことができないデータや、研究

目的のために企業・団体から貸与されたデータも含まれております。そのため、まず共同研究（正式には「空

間データ利用を伴う共同研究」）にお申し込みいただき、内容を審議した上で、利用許可を発行するという手

続きを取らせていただいております。

共同研究にお申し込みになる場合には、「1. 共同研究のしくみ」をご覧の上、「2. 申請方法」に記載された手

続きに従ってお申し込みください。

共同研究の利用許可を受けた方は、「6.共同研究員専用ページ」から、申請したデータを利用することができ

ます。

共同研究のしくみ1.
申請方法2.
利用可能なデータ一覧3.
共同研究一覧4.
共同研究の成果公開5.
共同研究員専用ページ6.
共同研究に関するアンケート7.

CSIS紹介 メンバー 研究活動 サービス アクセス・地図 リンク
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共同研究のしくみ

センター教員と共同研究を行うには、まずはじめに共同研究申請をして頂き、センターの共同研究員として承

認をうける必要があります。共同研究員の方は、センターが整備している研究用空間データが利用できるとと

もに、センターが主催する共同研究発表会で発表する機会が与えられます。

※ 共同研究申請の際には、利用したいデータをできる限り限定して選択してください。

申請資格

国内外の大学や研究機関に所属している研究者の方

申請期間

毎年度4月1日～3月31日
研究期間

原則として承認された年度内。ただし、継続申請により次年度の継続もできます。

研究テーマ

メンバー一覧を参考にして下さい。

利用できるデータ

利用可能なデータ一覧をご覧下さい。

データの利用方法

共同研究員専用のページの空間データ共有システムからデータがダウンロードできるようになりま

す。ダウンロードが困難な場合はセンター教員にご相談下さい。

研究報告

年度末に研究報告書をお送り下さい。この報告書はセンターの年報およびホームページに掲載しま

す。 また、センター主催の共同研究発表会での発表をお願いします。

成果の公表

論文等には、センターとの共同研究であることを明記して下さい。また、別刷を一部、センターにお

送り下さい。

（文例）

　 本研究は、東京大学空間情報科学研究センターの研究用空間データ利用を伴う共同研究（研究

番号##）による成果であり、以下のデータを利用した。

XX提供： xxデータ、YY提供： yyデータ、…
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新規申請 (共同研究に参加するセンター教員が決定している場合)

新規申請は以下の手順でお願いします。

共同研究代表者は共同研究のしくみを理解した上、 共同研究を希望するセンター教員(常勤のみ。以下、セ

ンター教員)に連絡する。

共同研究のしくみ

センター教員一覧

利用可能なデータ

1.

センター教員と共同研究の合意をした上、申請書(新規用)を共同研究受付(
)に電子メールで送付する。

申請書(新規用)

2.

センターは申請内容を審議し、承認の場合、 共同研究受付より共同研究代表者へ電子メールで連絡する。3.
全ての共同研究員は、共同研究規程を熟読の上、誓約書に署名・捺印し、センター教員へ郵送する。

共同研究規程

誓約書

共同研究が複数年度にわたる場合、誓約書は毎年度提出する。

年度内に別の共同研究申請で誓約書を提出している研究者は、新たに誓約書を提出する必要は

ない。

誓約書の記載内容(所属等)に変更がある場合、年度内であっても新たな誓約書を速やかに提出

する。

4.

センター教員は、自身の誓約書を添えて、共同研究受付へ誓約書を提出する。5.
全ての共同研究員の誓約書の受理をもって、センター長から共同研究代表者へ承認書等を郵送する。6.

※ 手続き完了後、共同研究員専用ホームページから利用データのダウンロードが可能になります。
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空間情報科学研究センターにおける共同研究審査委員会に関する内規 

平成１８年１１月３０日 

空間情報科学研究センター運営委員会議決 

 

第１条 東京大学空間情報科学研究センター（以下「センター」という。）に

共同研究審査委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

第２条 委員会は、共同研究の承認に関して審議し、空間情報科学研究センタ

ー運営委員会（以下「運営委員会」という。）に報告する。 

第３条 委員会は、委員長及び委員若干名をもって組織する。 

第４条 委員長は、センター長をもって充てる。 

２ 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。 

３ 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名する委員がその職務 

を代行する。 

第５条 委員は、次に掲げる者にセンター長が委嘱する。 

(1) センター運営委員会の委員 若干名 

(2) センター研究協議会の委員 若干名 

(3) 学外有識者 若干名 

２ 委員の数は、センターの内外ほぼ同数とする。 

第６条 前条各号の委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

第７条 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き議決すること 

ができない。 

２ 委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数の場合は、委 

員長の決するところによる。 

第８条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委 

員会の定めるところによる。 

  附  則  

この規則は、平成１８年１１月３０日から施行する。 

  附  則  

第６条第１項の規定に関わらず、最初の委員の任期は、平成１９年３月３１日までとする。 

資料 10-2-1(1)-4「共同研究審査委員会内規」 


